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介護報酬算定に係る基準等について

介護報酬の算定に当たっては、以下に示す基準等を確認する必要があります。

|1 基準本文 Ic報酬単位、加算等の算定要件など)

-指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

CH 12. 2. 1 o厚生省告示第 19号)
J旨定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

( CH18. 3.14厚生労働省告示第 127号)

|2 別に定める基準 Ic基準本文中、「厚生労働大臣が定める基準J等として、内容
の一部を別に制定)

-厚生労働大臣が定める 1単位の単価

CH27. 3. 23厚生労働省告示第 93号)

-厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等

CH27. 3. 23厚生労働省告示第 94号)

-厚生労働大臣が定める基準

CH27. 3. 23厚生労働省告示第 95号)

.厚生労働大臣が定める施設基準

CH27. 3. 23厚生労働省告示第 96号)

-厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに

通所介護費等の算定方法

CH12. 2.10厚生省告示第 27号)

-厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

CH12. 2.10厚生省告示第 29号)

-介護保険法施行規則第 68条第 3項及び第 87条第 3項に規定する厚生労働大臣

が定めるところにより算f定した費用の額

CH12. 2.10厚生省告示第 38号)

|3.留意事項通知 Ic基準の解釈等の詳細を示したもの)

-指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(訪問通所サービス、

居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分)及び指定居宅介護支援に要す

る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

CH12.3.1老企第 36号)

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(短期入所サービス及
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び特定施設入居者生活介護に係る部分)及び指定施設サービス等に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

(H12.3.8老企第 40号)

-指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について

(H18. 3.17老計発第 0317001号・老振発第 0317001号・老老発第 0317001号:

別紙 1) 

|4 関連する告示・通知等I(関連する告示、通知、事務連絡等)

|5.介護報酬 Q&AI (基準、留意事項通知等の疑義内容について QA方式で示したも
の)
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事業の人員、設備及び運営に関する基準等について

事業の実施に当たっては、以下に示す基準等を満たす必要があります。

|1 基準省令 Ic事業目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたもの)

-指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

(H11.3.31厚生省令第 37号)

-指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

CH18. 3. 14厚生労働省令第 35号)

12 大阪府条例等 Ic基準省令等に従い、大阪府条例等として定めた基準等)

-大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例

CH24. 11. 1大阪府条例第 115号)

-大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

CH25. 3. 26大阪府規則第 36号)

-大阪府指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービス等の事

業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

CH24. 11. 1大阪府条例第 116号)

-大阪府指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービス等の事

業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例施行規則

CH25. 3. 26大阪府規則第 37号)

|3.解釈通知 IC基準省令の解釈等の詳細を示したもの)

-指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について

CH11. 9.17老企第 25号)

|4 関連する告示・通知等IC関連する告示、通知、事務連絡等)

|5 指定基準 Q&AI C基準省令、解釈通知等の疑義内容について QA方式で示したも
の)
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大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関

する基準を定める条例等の一部改正について

1 改正の趣旨

国では、令和6年度実施の介護報酬の改定に伴う社会保障審議会介護給付費分科会の審議を踏
まえ、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成11年3月31日厚

生省令第37号)J、「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及ひ漣営並びに指定介護予防サ
ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成 18年 3月14日厚生

労働省令第35号)Jなどについて所要の改正を行ったため、大阪府においても国に準じて府条例

で定めている各基準の一部を改正した。(公布日:令和6年3月29日、施行日:同年3月29日、
同年4月1日、同年6月1日)

2 改正した条例

法律 今回改正した条例 対象事業者

大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指

1 
定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に 指定居宅サービス

関する基準を定める条例(平成24年 11月1日大 事業者

阪府条例第115号)

介護保険法
大阪府指定介護予防サービス事業者の指定並び

に指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及

2 
び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介 指定介護予防サービス

護予防のための効果的な支援の方法に関する基 事業者

準を定める条例(平成24年 11月1日大阪府条例

第 116号)

3 府独自の基準

今回の改正に伴い、新たに業務継続計画の策定及び高齢者の虐待防止等に係る基準が追加され

たが、国基準に過不足がなく、異なる基準を定める必要性は認められないことから、府独自基準

は定めず、改正項目は全て国の基準どおり定めた。

4 改正の概要

別紙のとおり
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社会保障審議会
介護給付費分科会{第239回}

令和6年1月22日

圃人口構造や社会経済状況の変化を踏まえ、 「地域包括ケアシステムの深化・推進Jr自立支緩・重度化防止に向け元対
応Jr良質な介麓サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくりJr制度の安定性・持続可能性の確保」を革
本的な視点として、介護報酬改定を実施。

Ef でZ諒諸25ff読ま三五455益課EZ醐:jf'â:'含臥買の高いケアマ.:t-~;C:，..ιH"必要?サ-t:Ä"句tLfãな?さ竺J;

・質の高い公正申立なケアマネジメント ・看取りへの対応強化

・地域の実情に応じた柔肢かつ効率的な取組 ・感操症や災害への対応カ向上

・医療と介護の連携の推進 ・高盤童慮鐙肱止笠量進

》在宅における医療ニーズへの対応強化》在宅における医療・介護の連携強化 ・震観費型盆座主血主
)>高齢者施設等における医痕ニーズへの対応強化

・福祉用具貸与・特定栢齢用具廠売の見直し
》高齢者施設等と医療機関の連第強化

-高齢者の自立支援・重度化防止という制度の趣旨に沿い、多職種

連機やデータの活用害事を推進

i・介蹟人材不足の中で、更なる介護サービスの質の向上を図るため、
一一L・ーや生底性向上による職場環境の改普に向けた先進的な取

-企望職員の処遇改醤リハビリテーション・機態盟l鰻斗旦陸、栄肇の一体的取組事

.皇皐玄擾ニ嚢底悠随止に係る取組の推進

LlFE玄温風ん志昆虫責主企護

-生産性の向上等を通じた鑑定やすい臨場環』堂三三旦

-効率的なサービス提供の推進

瞳醐輯輯輯輯醐醐盟置置問!理盟盟盟盟盟醒盟輔覇翻

!.介護保険制度の安定性・持続可能性を高め、全ての世代にとって ; 

i 里心できる制度を構築
・評価の適正化・重点化

.報酬の盤哩・簡棄化

「書面掲示I規制の貝直し

-通所孫ザーピスにお付る送迎に係る取鐙いの明確化

• ;!S君主費問題{居住書)の見直し J

.盤盤匡盆
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- 居宅介護支援における特定事業所加算の算定要件について、ヤングケアラーなどの多様な課題への対応奇促進す
る観点等から見直しを行う。

居宅介積支援
ん……………………山…""山山一一一一一……………一一…ー……山.，._"".，，".vw.…………
i一一・同情一------幽一一--一一一一ー-一一・帽ー四閉網棚一一一一一---------------一ーーーー幽幽嗣恒一一---------一回同四一ー・・・同開随一-ー--一一一-・・・「

【単位数】
く現行〉
l 特定事業所加算(1) '505単位
特定事業所加算 (11) 407単位
特定事業所加算 (111) 309単位
l特定事業所加算 (A) 100単位
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【算定要件等】
ア 多様化・複雑化する課題に対応するための取組を促進する観点から、 「ヤングケアラf 、障害者、生活困窮
者、難病患者.等、他制度に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加していること」を要件とするとと
もに、評価の充実を行う。

イ (主任)介護支援専門員の専任要件について、居宅介護支援事業者が介護予防支援の提供や地域包括支援セン
ターの委託を受けて総合相談支援事業を行う場合は、これらの事業との兼務が可能である旨を明確化する。
ウ 事業所における毎月の確認作業等の手聞を軽減する観点から、運営基準減算に係る要件を削除する。
エ 介護支援専門員が取り扱う 1人当たりの利用者数について、居宅介護支援費の見直しを踏まえた対応を行う。 i
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【単位数】
i く現行> ... く改定後> ! 
! なし 酔b 専門管理加算 250単位/月(続投)

i [算定要件等】
0 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看護事業所の緩
和ケア、祷癒ケア若しくは人工虹問ケア及ひ、人工蹄庇ケヨ?に係る専門の研修を受けた看護師又は特定行為研修

を修了した看護師が、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った場合には、所定単位数に加算する。

イ 緩和ケア、祷癌ケア又は人工紅門ケア及び人工勝脱ケアに係る専門の研修を受けた看護自障が計画的な管理を行った場合
悪性腫揚の鎮痛療法叉は化学療法を行っている利用者
実皮を越える袴癒の状態にある利用者
・人工庇門又は人エ傍E売を造E宣している者で管還が困難な利用者
ロ 特定行為研修を修了した看護師が計画的な管理を行った場合
診療報酬における手順書加算を算定する利用者
難対象的斡定行為・気管カニニニL守レの交換、胃ろうカテーテル若'--<1ま賜ろうカデーテル又は閏ろうボタンの交換、勝;Mろう力テーテル0)交換、持癌又l全慢性i1J傷。J治僚にむItる血流

ない横死組織町除去、l'J備に対する陰圧閉鎖棟法、持続点滴中町高カロリー輸波町投与置の調整、脱7]<症状に対する輸液による繍正

L四・・問問圃・--ーーーーーーー園田ー司ーーー--・開・司.一___________________________________________________ I ーーーーーー-------ーーーーーーーーーー同町ーー開・・・ー・圃・ーーーーーーーーー-----田町田--刷幽国ー・胴司司ー・・田・網綱同副幽個凶圃-，

圃 介謹老人保健施設が提供する短期入所療養介麗にお付る総合医学管理加算について九医療ニーズのある利用者の
受入れを更に促進する観点から、以下の見寵しを行う。

ア 居宅サーピス計画において計画的に行うとととなっている指定短期入所療養介聾についても、治療管理を目的
とするものについては同加算の対象とする。

イ 算定回数について7日を限度としているところ、 10日間を限度とする。

く現行〉
韓惨

く改定後〉
変更なし275単位/日

【算定要件等】
く現行〉

1 治療管理を目的とし、別に厚生労働大臣が定
める基準に従い、居宅サービス計画において計
画的に仔うとととなっていない指定短期入所療

養介護を行った場合に、 7Bを限度として1日に
つき所定単位数を加算する。

く改定後> ・ 1 
1 治療管理を目的とし、別に厚生労働大臣が定める基1
静 準lこ従い、指定短期入所療養介護を行った場合仏政i
認を限度として1日につき所定単位数を加算する。 1 
2 緊急時施設療養費を算定した日は、算定しない。 i 

2 緊急時施設療養費を算定した日は、算定しない。

退所

. 10Bを限度として1日につき所定単位数を加算する.
b ・診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注射、処置等を行う乙と。
診療方針、診断、診断を行った目、実施した投薬、検査、注射、処置等
の内容等を診療録に記畿すること.

・かかりつけ医に対し、利用者の同意を得て、診療状況を示す文書を添え
て必要な情報の提供を行うこと。

在宅

かかりつけ医
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療養通所介護

M・--，
f 【単位散】
l く現行〉 肱 く改定後〉 ・ i 
なし 静静 重度者ケア体制加算 150単位/月 Ur:iT.lit~)

i 【算定要件等】
! 0 療養通所介護費における重度者ケア体制加算の基準
{ 次のいずれにも適合すること。
1 ィ 指定地域密着型サービス基準第40条第 2~頁に規定する看護師の員数に加え、看護職員を常勤換算方法で 3
i 以上確保してい・ること。
i 口 r指定療養通所介護従業者のうち、保健師助産師看護師法(昭和23年法律第203号〕第37条の2第2項第5
1 号に規定する指定研修機関において行われる研修等(※)を修了じた看護師を1以上確保していること。
i ハ 指定療養通所介護事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、かっ、一体的に事業を実施している
! とと。
i ※ 認定看護師教育課程、専門看護邸教育課程、特定行為に係る看護師の研修制度により厚生労働大臣が指定する指定研修機関において行われる研修_____.J 

¥ご7

属 退院後早期に連続的で質の高いリハビリテーショγを実施する観点から、退院後のリハビリテーションを握供する
際に、入院中に医療機闘が作成したリハビリテーシ弓ン実施計画書等を入手し、内容を把握することを義務付ける0・リハビリテーション事業所の医師等が、医療機関の退院前カンファレンスに参加した際の評価を新たに設ける。

退院前カンフアレンスへの参加

【算定要件】
o (1)文は (2)のいずれかに適合し、かつ、 (3 )及び (4)のいずれにも適合すること。
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日中の駆けつけ対応をまり充実させる観点から、
四ついて、日中であっても、田置医師が通常

【単位数】
・く現行〉 〈改定後〉

配置医師緊急時対応加算

静 配置医師の通常の勤務時間外の場合 325単位j田
(早朝・夜間及び深夜を除<)

早朝・夜間の場合 650単位/回

深夜の場合 1，300単位/回

配置医師緊急時対応加算
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圃 介護老人福祉施設等における入所者への医療提供体制を確保する観点から、介護老人福祉施睦等があらかじめ定
める緊急時等における対応方法について、部置医師及び協力医療機聞の協力を得て定めることとする。
また、 1年に1回以上、国置医師及び協力医療機関の協力を得て見直しを行い、必要に応じて緊急時等における
n:--e:'全市由百志信，&-，+.，'-4-.k，oC-#，.らないことと

く緊急時等の対応方法に定める規定の例〉
O緊急時の注意事項
0病状等についての情報共有の方法
0曜日や時間帯ごιの医師との連携方法
0診察を依頼するタイミング 等



【基準】
ア :以下の要件を満たす協力医療機関(①については病院に限る。)を定めることを義務付ける(複数の医療機関を定めることによ
り要件を満たすこととし尤も差し支えないこととする。)。く経過措置3年間〉
① 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。
③ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院
を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。
イ 1年に1回以上、協方医療機関との聞で、 λ所者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医療機関の
名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。
ウ 入所者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快む、退院が可能となった場合においては、速やかに再入所させるこどがで

きるように努めるこどとする

. 噌【基準]
! ア 協力医療機関を定めるに当たっては、以下の要件を満たす協力医療機関を定めるように努めることとする。
i ① l利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。

i ②診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること白
i ィ 1年に1回以上、協力医療機関との聞で、利用者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医療機関の
-i 名称等に，ついて、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。
i ゥ 利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入居させることがで

oo l--zi25522ふさ.山一一一一一一

※1経遇措置3年。 地繊密着型)特定施設入居者生宙滞・認知症対応型共向島官曜は努力義務. ※Z 介護保険施設のみ.
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- 訪問入浴介護における看取り期の利用者へのザーピス提供について、その対応や医師・訪問看護師等の多職種

との連携体制を推進する観点から、事業所の看取り対応体制の整備&評価する新たな加算を設ける。

【単位数】

く現行〉

なし

【算定要件】
O 利用者基準

韓併
く改定後>

看取り連携体制加算 64単位/回(絞殺)
※死亡日及び死亡日以前30日以下に限る

イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。
日 看取り期における対防音比基づき、制用者の状九校は家族の求め等日比介護職員、看護職員等から介護記録制り用者に関する記録を活用して行われる
サービスについての説朋を受け、同僚した上てサービスを受けている者(その家族等が説明を受l大同意しだ上でサービスを受けている者を含む。)であること。
O 事業所基準
イ 病院、診療所又1:1;訪問看護ステーション(以下 f訪問看護ステーション等Jという。)との連携により、利局者の状態等に応じた対応ができる連
絡体制を確保し、かっ、必要に応じて当該訪問看讃ステーション等により訪問看護等が提供されるよう訪問入浴介護を行う日時を当該訪問看護ス
テーション等と調整していること
口 看取リ期における対応方針を定め、利用開始の際に、利用者又はその家族等に対じて、当数対応方針の内容を説明し、同意を得ていることa
ハ看取りに腐す:る職員町腕行っていること。

- ターミナルケア加算について、介護保険の訪問看護等におけるターミナルケアの内容が医療保険におけるターミ

ナルケアと同様であることを踏まえ、評価の見直しを行う。

【単位数】

く現行〉 恥 〈改定後〉

ターミナルケア加算 :2，000単位/死亡月 酔P ターミナルケア加算 2.500単位/死亡月

- 短期入所生活介聾について、看取り期の利用者に対するサービス提供体制の強化を図る観点から、レスパイト機

能を果たしつつ、看護職員の体制確保や対応方針を定め、看取り期の利用者に対してサービス提供を行った場合に

評価する新たな加算を設ける。

【単位数】

看取り連携体制加算 64単位/日(新言。※死亡日及び死亡B以前30日以下について7日を限度として算定可能

【擁定要件】
0 次のいずれかに該当するとと。
①看護体制加算 (11)又は (IV)イ若しくは口を算定している乙と。
②看護体制加算 (1)又は (111)イ若しくは口を算定しており、かっ、短期入所生活介護事業所の看護職員により、又は病院、診療所、訪
問看護ステーション若しくは本体施設の看護職員との連携により24時間違絡できる体制を確保していること。

0 看取り期における対応方針を定め、別用開始の際に、利用者又はその家族等に対して当該対応方針の内容を説明じ、同意を得ていること.

- ターミナルケアマネジメシト加算について、自宅で最期を迎えたいと考えている利用者の意向を尊重する観点か

ら、見直しを行う。併せて、特定事業所医療介護連携加算におけるターミナルケアマネジメシト加算の算定回数の

要件についても見直しを行う。

【単位数1
〈現行>- 肱 〈改定後〉
ターミナルケアマネ~メント加算 400単位/月 欝P 変更なし
【算定要件】
自宅で重量期を迎えたいと考えている刺用者の意向を尊重する観点から、人生の最終段階における利用者の意向を適切に把握すること
を要件とした上で、当該加算の対象となる疾患を末期の悪性腫蕩に限定しないこととしL医師が一般に認められている医学的知見に基
づき、回復の見込みがないと診断した者を対象とする。

※併せて、特定事業所医療介護連携加算におけるターミナルケアマネジメジト加算の算定回数の要件を見直す。
( <現行>5回以上→〈改定後>，1，;)回以上〉



掴 介護老人保健施設における看取りへの対応を充実する観点や在宅復帰・在宅療養支援を行う施設における看取り

への対応を適切に評価する観点から、ターミナルケア加算について、死亡日以前31日以上45日以下の区分の評価を
見直し、死亡自の前日及び前々日並びに死t日の区分への重点化を図る。

介護老人保健施設 i 
岬 ~"，，_y， .... w:""ゐ柑市街明抑制捜明附叩...，... ，....，.，，，精が判例叩叩命傷持問椿静脈仲間町判例間切削配仲間吋時間伊吹町内慣例制問時制相恥叩榊神棚院訴郁榊伊榔~旬開e間保町例制欄間減問~~粉、問問特例 問郁制収制弘明叫喝剛山訓奈川州_J.

【単位数】
く現行〉 く改定後>

死亡日 45 目前~31 目前 80単位/日 ‘ 死亡日 45日前~31 日前 11:.星盤/日(出;:誇)
死亡日 30 日前~4日前 16.0単位/日 臨惨 変更なし ¥ー

イ死亡目前々目、前日 820単位/日 F 死亡目前々目、前田 辺旦単位/日(宏、東)"..~'"品川
死亡日 1，650単位/日 死亡日 L盟皇単位J日{紫努)…1〓 H

80単位1日-72革主主:l:!8 160単位/目
爾爾爾怒爾爾悪繭爾蘇鰯線終機綴怒

死亡日… 死亡日 死亡日死亡日
以前45日 以前30日 以前4日 J 

'------回・・剛司咽.同・--・・・・・帽綱同町・同・・・・・・・・・・・圃・・・・・--司同周回司・-----司司聞胃田ー，胴'司司司開園ーー・・晒・・・・・・・・・・・

『、。

園 本人・家藤との十分な話し合いや他の関係者との連携を更に充実させる観点から、介護医療院の基本報酬の算定

要件及び施設サービス計画の作成において、本人の意思を尊重した上で‘原則入所者全員に対して「人生の最終韓

階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドラインjに沿った取組を行弓ことを求める己ととする。

Cニコニコニニこ:二二二N{'NWWW'NN.二日浅緑区二ニてここ二二二二ニコニコ
i 【算定要件等】
i 0 施設サービスの計画の作成や提供にあたり、入所者の意思を尊重した医療及びケアが実施できるよう、 λ所者 i i 本人の意思決定を基本仏他の関係者との連携の上対応していることを求める。 j 
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- 高齢者施設等については、施設内で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医療機関との連携の上で施設
内で感染者の療養を行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止するととが求められることから、以下を評価す

る新たな加算を設ける。

ア 新興感染症の発生時等に感染者の診療等を実施するl医療機関(協定締結医療機関)との連携体制を構築してい

るζとd
イ 上記以外の一般的な感染症(※)について、協力医療機関等と感染症発生時における診療等の対応を取り決め

るとともに、当霞協力医療機関等と連携の上、適切な対応を行ブていること。

※ 新型コロナウイルス感染症を含む。

ウ 感染癌対策にかかる一定の要件を満たす医療機関等や地域の医師会が定期的に主催する感染対策に関する研修

に参加し、助言や指導を受けること・また、感染対東に係る一定の要件を満たす医療機聞から、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実地指
導を更けることを評価する新たな加算を設ける。

一……一…宅、五掛川謀議省通謀議道議文通善戦渦沼通語詰雨量説経通高齢ご冶ぶ副首~i:沼扇面通芥ぜ
活介穫、介護老人保健施設、介霞医療院

第二穏協定指定医覇軍機関等 i 医療機関害事 議総議長絞 ' 
との連携 開閉燃u~ 川.>，，，.，，..，，.，.....ý..，以内明開選出邸主主総選 . 

幣甑開校 I~IR 霧醒欄開 j
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園 (看護)小規模多機能型居宅介護における認知症対応カの更なる強化を図る観点から、認知症加算について、新

たに認知症ケアに関する専門的研修修了者の田置や認知症ケアの指導、研修等の実施を評価する新たな区分を設げ
る。

B その際、現行の加算区分については、新たな加算区分の取組を促進する観点から、評価の見直しを行う。
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く.改定後〉

認知症加算 (I) 920単位/月(新宮幻
認知症加算 (11) 890単位/月 I)IMl合)
認知症加算_l!!!l_ 760単位/月〈絞殺〉
認知症加算___illQ_強旦単位/月後熊〉

【算定要件】
〈認知症加算 (1)> (新設}
0 認知症介護実践リーダー研修等修了者を認知症高齢者の日常生活自立度川以上の者が20人未満の場合は1以上、 20人以上の
場合IHに、当該対象者の数が19を超えて10文は端数を増すごとに 1を加えで得た数以上配置
O 認知症高齢者の日常生活自立度111以上の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合
0 当該事業所の従業者に対して、認知症ケアにー関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催。認知症介護指導者研修修了者を l名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導等を実施
0 介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、研修を実施又は実施を予定
〈認知症加算、(11)>仮出鈴
0 認知症介護実践リーダー研修等修了者を認知症高齢者の日常生活自立度川以上の者が20人未満の場合は1以上、 20人以上の
場合l立lに、当該対象者の数が19を超えて10又は端数を増すごとに 1を加えて得た数以上自己置
0 認知症高齢者の臼常生活自立度目|以土の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合
O 当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達文は技術的指導に係る会議を定期的に開催
〈認知症加算~>(現行の|と同じ)

ーO 認知症高齢者の日常生活自立度111以上の者に対して、 (看護)小規模多機能型居宅介護を行った場合r
く認知症加算」民l._>(現行の11と同じ)
O'要介護状態区分が要介護Zである者であって、認知症高齢者の日常生活自立度Hに該当する者に対して、 (看護)小規模多機
能型居宅介護行った場合



..........ーも

! 【単位数】
i 認知症チームケア推進加算(1) 150単位/月作品鈴 認知症チームケア推進加算 (11)120単位/月(新設)

! 【算定要件1
J 0 認知症の行動・心理症状 (BPSD)の発現を未然に防ぐため、あるいは出現時に早期に対応するための平時
i からの取組を推進する観点から、以下を評価する新たな加算を設ける。

i く認知症チームケア推進加算 (.1) > (ぶ設)
(1)事業所又は施設におItる利用者又は入所者の総数のうち、周聞の者による日常生活に対する注意を必要どする
認知症の者の占める割合が2分の 1以上。
(2) 認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応に資する認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者
3ミは認知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に資するケアプログラムを含んだ研修を修了した者
を1名以上配置し、かつ、複数人の介護職員からなる認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいる。
(3) 対象者に対し、個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、その評価に基づく値を測定し、認知症の行動・心理
症状の予防等に資するチームケアを実施。
(4) 認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症ケアについて、カンファレンスの開催、計画の作成、認知症の行動・心理
症状の有無及び程度についての定期的な評価、ケアの振り返り、計画の見高し等を実顔。

〈認知症チームケア推進加算 (11)> (渋絞j
(1)の (1)、 (3)及び (4)-に掲げる基準に適合。
認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を 1名以上配置し、かつ、
複数人の介護職員からなる認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいる。
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(通所リハビリテーションの場合)
リハビリテーションマネジメント加算(イ) 同意日の属する月から 6月以内 560単位/月、 6月超 240単位/月
リハビリテーションマネジメント加算(口) 同意白の属する月から 6月以内 593単位/丹、 6月趨 273単位/月
リハビリテーショシマネジメント加算(ハ)(新設7同意同の属する月から6月以内 793単位/月、 6月超 473単位/月

※ 事業所の医師が利用者等に説明し、同意を得た場合、上記に270単位を加算
【ハの算定要件1 (新設・ }W，fjめ望!.f~(1)読み主:(;，~. ~ 
ア 口腔アセスメント及び栄養アセスメントを行っていること
イ リハビリテーかョン計画等の内容について、リハビリテーション・口腔・栄養の情報を関係職種の聞で一体的に共有すること回その際、必要に応じてLlFE
に提出した情報を活用していること閉
ウ 共有した情報を踏まえ、りハピリテーション計画について必要な見直しを行い、見直しの内容について関係職種に対し共有していること.

一一吉議i仁;ム嬢議員(一体的に実施した場合の評価の続殺)

21 



【算定要件】
O 現行3段階に分かれている事業所規模別の基本報酬を、通常規模型・大規模型の2段階に変更する。
0 大規模型事業所のうち、以下の要件を全て満たす事業所については、通常規模型と同等の評価を行う。
リハビりテーションマネジメン卜加算の算定率が、利用者全体の80%を超えていること。
毒IJ用者に対するリハビリテーション専門職の配置が10:1以上であること。

円川ペ恨付制批杷民

議顎~緩議 j 燃誠意義初
出訪日時点 λ人引い社、山叩

、、、
¥、、

750 延べ利用者数

※ 利用時間、要介震度毎に設定
2.4 

国 居宅療援管理指導費について、通所サービス利用者に対する管理栄護士による栄養食事指導及び歯科衛生士等に
よる歯科衛生指導を充実させる観点から、算定対象を遜院又は適所が困難な者から通院困難な者に見直す。

にこご 酷綿管理附

i 【算定対象】
j 0 管理栄養士及び歯科衛生士等が行う居宅療養管理指導について、算定対象を「通院又は適所が困難な者」か
i a ら「通院が困難な者Jに見直すロ

-，.-. -.". ;.山一"...，..，+-:-::-:-:--~...，...，.，，.，..， I 
主唱和泊ふみ劫川凶附山川相怖川市ルム……ム……一…出抑制叫叫川和叫巾鳩山川必 …山出仙川…柑ぷ品川叫仙ふ同日みんmdJI 
L___________ー・岨・圃醐圃・・・問問問ーーーー・・田町間関・・司圃・・ーーー・ーーー同事ーーーー『開司冒開閉帽司閉R・同欄同岡田開岡田園田明司・・・・・幽・・ー-_ーーーー『周司胃司開聞間関四四・・岡田・・同司胴・・・・・ーーーーーーー四四間関---，

日聞紙面開齢、訪問ピ日こな必鯉摂摂惣*_m.弓穏続安浅務在鷲謎穀安広場部
! 【単位数】
〈現行> ... く改定後〉

なし 伊F 口腔連携強化加算 50単位/回

【算定要件等】
0 事業所の従業者泊丈口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及
び介護支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提供した場合に、 1月に 1固に限り所定単位数を加算する。
0 事業所は利用者の口腔の健康状態に係る評価を行うに当たって、診療報酬の歯科点数表区分番号coooに掲げ
¥る歯科訪問診療料の算定の実績がある歯科医療機関の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当
該従業者からの相談等に対応する体制を確保し、その旨を文書等で取り決めていること。

連携角科医療従関 子 t犠縛繍属議 1議側務機。童館、 i 
::. ~ 繍:悲盟諸鰍操韓:

f看護師、リハビリテーション尊門職、介護腕員等可 守町一!
介護支援専問員 i 

・・ーー・・・"・・ーーJ

一一一一一一一一一一一 i l 【単位数】 ‘ 

く現行〉 晶弘 く改定後〉 、 : 

なし F 追所時栄養情報連携加算 70単位/回(々 しお i 

【算定要件】

0対象者 i 
-厚生労働大臣が定める特別食※を必要とするλ所者又は 介護保険施設A
低栄養状態にあると医師が判断した入所者。.長 燃撒

O主な算定要件 ー

-管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、
当該者の栄養管理に関する情報を提供する。
.1F.1につき 1回を限度として所定単位数を算定する 0 ・ 長栄養管理に関する情報
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【単位数】
〈現行> <改定後〉

入浴介助加算 (1) 40単位/白 梅弘 変更なし
入浴介助加算 (11) 55単位/目 伊F 変更なし

【算定要件】
く入浴介助加算(1)> (現行の入浴介助加算 (1)の要件に加えて)
λ浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修筈を究主主主を新たな要件として設ける。

く入浴介助加算(U)> (現行の入浴介助加算 (11)の要件に加えて)
医師等に代わり介護職員が訪問し、医随筆虫鐙示のもと情趨通信機器癒を活閣して状況把揮を1註~医師等が醇価・助言する

謹金においても算定可能とする。

(算定軍事件に係る現行のQ&Aや留意事項通知で示している内容を告示に明記する)
①訪問可能な鵬としで、利用者の動作及び浴室の環境の聞を行うことができる福祉用具専門椙談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの!
職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者を明記する園

@ 個別の入浴計画に相当1:"る内容を通所介護計画に記載することをもって個別の入浴計画の作成に代えることができることを明記する~__ i 
L -③利用者の闘の状況に近い環境の例示として、福間具等を摘することにより、利用者の腕の浴室の状況を再現しているものを明記する。 i
-芝入務部加賀マi'fτー-----------------------<入浴合宿泊葺 (II)>完訪ijjjjiiiiYi市高に加えて ' 

交通所介護事業所

置 在宅復帰・在宅療養支援等評価指標及び要件について、介護老人保健施設の在宅復帰・在宅療養支撮機能を更に
推進する観点から、指標の取得状況等も踏まえ、以下の見直しを行う。その際、 6月の経過措置期聞を設けること
とする。
ア 入所前後訪問指導割合に係る指標について、それぞれの区分の基準を引き上げる。
イ 退所前後訪問指導割合に係る指標について、それぞれの区分の基準を引き上げる。
ウ 支援相識員の聞置割合に係る指標について、支援相談員として社会福祉士を田置していることを評価するロ・ぎた、基本報酬について、在宅復帰・在宅療養支援機能に係る指揮の晃重しを踏まえ、施設類型ごとに遇切な水
準に見直しを行うこととする。

f-一一一一一一一一一一 介隣人保健施i十士一 日3下線部が見直l-flFJiI「7一一幽回一個師嗣噌司岡田司司・同国・一一一一一一一一一一一一一一一←ーー---一旬開-一一ー------同一一剛一・・・幽恒旬開ー・・圃圃側刷ーー-----.1
! 1在宅復帰・寄宅療強支援等指標:下記評価項目(①~⑮)について、項目lご応じた値を足し合わせた値(最高値:90) 1; 
i I①在宅復帰率 I 50%超.20 1 30%超 10 1 30%以下 o I i 
i 1②ベッド回転* 1 10%以上 20 1 5%以上 10 1 5%未満 0 

i I@入所前後訪問欄割合 1 30%以上 ~O "':lf;i'{，¥))':，jG 110%以上 5 ::~.J::~.r'ç以上 日I. 10%朱満 0 川~::. ~~o ... t .. ~議
! I@湿所前後訪問指導割合

@居宅サービスの実施数 。、 1サービスO

⑥リハ専門職の配置割合 3未満日

①支援相陵員の百E置割合 Z未満 0 

合
一5

一施

は
一
実

蹟
一
吸

駒
一
轍

⑧
一
⑨ 10%以上 5 

35%未満 0 

5%未満 0

⑩経管栄養の実施割合 I .10%以上 5 I 5%以上 3 I 5%未満 0 ， i 
L____ーーー・・・・圃・・・・・・・・・・・・・・・・・ーー旬開田・・・・・・・・・同---------・E・--開園・・・・・・・・・ー・・・ー・・・・・・・凶国司崎剛同司--------ーーーー--・R問問・.._---ー・・・・周回・・・・・・・ー_;
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額塑鱗鵜鞠轍麟轍鱒轍麟轍欝鱒i塑翻諸賢明擁護習rm建雪i夜犠鱗職難麟鱗韓麟鶴関鰻観襲警
ーかかりつIt医連携薬剤調盤加算(1 )についてA 施設におげるポリファーマシー解消の取組を推進する観点から、入所前の主治医と
連携して薬剤を評価・調整した場合に加え、施設において簸剤を評価・調整した場合を評価する新たな区分を設ける。その上で、入所

前の主治医と遵携して策剤を評価・間整した場合の区分を高く評価する。
掴 また、新たに以下の要件を露ける。

ア 処方を変更する際の留意事項を医師、薬剤師及び看護師等の多職種で共有し、処方変更に伴う病状の悪化や新たな副作用の有無に
ついて、多職穫で確認し、必要に応じて総合的に評価を行う ζと。

イ 入所前に6麓類以上の内服薬が処方されている方を対象とすること.
ウ 入所者やその家族に対しτ、処方変更に伴う注意事項の説明やポリファーマシーに闘す



¥ 
~ 

r.，------園田四四回一---幽幽・・・・一一伺伺同尚一一-ー一一一一------同・同町一一司四回司四一四開冒肩関一四四・司開園町凶嗣個偶縄開"・・・・開M・同一-ー一一ー---ーー一一一一一一幽国i

i O LIFEへのデータ提出頻度について、他のL1FE関連加算と合わせ、少なくとも f3月にl回」に見直す。 I
1 0 その他、LlFE関連加算に共通した以下の見直しを実施。
i -入力項目の定義の明確化や、他の加算と共通する項目の選択肢を統一化'する ' ! ! 日利用者に複数の加算を算定する場合に一定の条件下ザータ提出のタイミング械ーできるようにするj

国 自立支援促進加算について、質の高い情報の収集・分析を可能とし、入力負担を軽減し科学的介護を推進する観

点から、見直しを行う。

く改定後〉
ADL利得(※)がl以上 ，陰.. ADL利得が1以上
ADL利得が2以上 拶IY. ADL利得が旦以上{アウト・むム ~H作iの充実

(※) ADL利得:評価対象利用開始月の翌月から起算して6丹自の月に測定したADL値から評価対象利用開始月に測定した且 DL値控除して得た値を用いて
一定の基準に基づき算出した値の平均値

: o. ADL利得の計算方法について、初回の要介護認定から12月以内の者や他の事業所が提供するリハ'ピリテーションを併朗している場 i
i 合におげる要件を簡素化する。 【通知改正I j 
〈排せっ支援加算>

c____~_!:'，)\;lJ!m~gAli主主主主~空!;g.Am.fJI:;竪;3222薮恵箆惑滋密主護Aili!.~Ilt，~.I!竺一一一--J
: 0 尿道カデーテルの抜去について、排せっ支援加算で評価の対象となるアウトカムへ追加する。

i く手議排便の状態の改善 h 〈琴震?臓の状態の改善 i 
i おむつ使用あり→なしに改善 酔 おむつ使用あり→なしに改善 ! 

・尿道カデーテル留置→披去 (γ ウ}カ .t.~.i;~Ff認の:r:ぷ約 l 
L四何回目国個目圃・・・・園田園・・・・・・酬嗣噌幽開"四・同調闘陶圃・・・圃E・E ・-圃・・・・・M・・同綱同

く栂宿マネジメント加算等〉

γ一五郎副持制田畑、介酷人帥陵、地域開介謹老人組搬入所者生活畑、畑老人保健施肱介臨時
'同回目---・ー圃・ーーーー-ーーー-ー----・ーーーー司司圃ー--幽幽圃-------笛留盟官官当官溜出自営省担常国国富首瞥留ヨヨ同盟宮田管官官誌監旨官官民--留官官官摺包括首位営管省泊省出瞥嘗省首信器官省官自盟国官圃・・・幽・ー幽圃・一----.一司

! 0 祷清の治癒後に再発がないことに加え、治癒についても、樗癒マネジメント加算等で評価の対象となるアウトカムに見直す。 i 
i く現行> ~ <改定後> I 
1 ・祷癒発生のリスクが高い利用者に標癒の発生がない 轟b ・祷癒発生のりスクが高い利用者に祷痛の発生がない i 
i 施設入所時等に認めた祷癒の治癒後に再発がない F ・施置入所鴎等に認めた穂癌の治癒 Lアウトカム苦P'1iITi(，乃夫，災) : 
』一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・--・-一一一一一一ー一一一一--------一一一一一-...-----一一一一一一一一一一一一一""33
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白

隠 介護現場で働く方々にとって、令和6年度に2.5%、令和7年度に2.0%のベースアップへと確実につながるよう
加算率の引上げを行う。

国 介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業所に活用されるよう推進

する観点から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ペースアップ等支援加算につい

て、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた4段階の[介護職員等処遇改善加算Jに一本化を行う。

※ 一本化後の加算については、事業所内での柔軟な職種間配分を認める。また、人材確保に向けてより効果的な
要件とする等の観点から、月額賃金の改善に関する要件及び職場環境等要件を見直す。

リテ-$
夜間対応
者生出干棟、介11.老人保健施段、介歯医療開 j 

F・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃圃圃幽圃・園E・E・圃----圃同'圃・同開聞・・・m・・・・・・・・・・・胸幽凶齢国守・・ー-------・E・--------ーー開聞・・m・・・醐胸回・・・・・・・・・・・・・・・箇凶--綱"・・・・，

i〈現行〉 く改定後〉 i 
i 介護職員処遇改善加算(1) 13，7% 介護職員等処遇改割算(1) 24.5%制約 i 
介護職員処遇改普加算(い1日lり) 1叩0，0% 介謹職員等処遇改善加算(付11) 2泣2，4%(新;殺ぞ幻) " 

介畑護職隅員処糊遇改暗蕃力加鵬日噂算(11川11) 5，5% 静静静 介謹職員等処遇改善加算(仰川川1) 18，2% (汁崎噺叫苦海新料7"1片刷1ι五
介護職員等特定処遇改善加鳩算(υ1) 6.3% 介撞職員等処遇改善加算(1仰側IV附v叫) 山%(，げ似3裂刻桁Tr札州:は4

介護職員等特定処遇改善加算(11) 4.2% ! 
介護職員等ベースアップ等支援加算 2.4% ※:加算率はサービス毎の介護職員の常勤換算臓員数に基づき設定しており、上記は訪問 i

介護の例。処遇改善加算を除く加減算後の総報酬単位数によ認の加算率を乗じるm
※:上記の訪問介護の楊合、現行の3加算の取得状況に基づく加算率と比べて、・改定後の i 
加算率は2.1%ポイント引き上げられている。
※.なお、経過措置区分として、令利6年度末まで介議職員等処遇改善加算(V)(l)-(14) ! 
を設け、現行の3加算の取得状況に基づく加算率を維持した上?で、今般の改定による 1 
加算率の引主げを受けることができるようにする。 l 1_____-圃両国--------------・E・-同開開問問司圃"・・司・・・・・・・・・圃・・・・・・・・圃圃圃圃圃・町四・剛帽輔嗣幽・・・園田・・・・・・・4・・・・圃冨・・・圃・・・同開副岡国・園田開園・・・・・"・・・・・・・・・・・嗣____J

(注)令和6年度末までの経過措置期間を設け、加算率(上記)並びに月額賃金改善に関する要件及び職場環境等要件に関する激変緩和
措置を講じる。
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f・・田明白一ー----一-------・開四回一同--......-園田・・爾同司開園田一---------一----ーーーー回国幽圃国幽回・M…田・嗣R・・開ーー---------一"一一・・帽聞・・_..._-回一回国同開閉l

i 【単位数】 i 
i 生産性向上推進体制加算(I ) 100単位/月 L新設7
1 生産性向上推進体制加算 (11) 10単位/月{新設j

; 〈生産叩進体制加算 (l) 〉 j 
.【算定要件】

1 0 (11)の要件を満たし、 (11)のデータにより業務改善の取組による成果が確認されたこと。 i 
! 0 見守り機器等のテクノロジーを複数導入していること。 1 
: 0 職員間の適切な役割分担(いわゆる介護助手の活用等)の取組等を行っていること。 i
: . 0 1年以内ごとにl回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供を行うこと。!

i 〈生産性向上推進体制加算 (11)> ・ 1 
l 0 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の開催や必要な安全 i 
! 〆対策を講じたよで、生産性向上ガイドラインに基づいだ改善活動を継続的に行っていること。:
I 0 見守り機器等のテクノロジーを1つ以上導入していること。!
! 0 1年以内ごとに1回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供を行うこと。
」一一一一ー一一一一__一一『一-一一ー一一一一--・M・--------------・-一一一一一一一一一一一--------一一一一一一一一一一一一一一一-'36

〈改定後(，常務;J8~;な議機の桁~~~) > 

. 利用者 | 介護職員(+看護臓員)介護職員(+看笛職員)利用者

3 
(要支援の場合は10)

3 
(要支援の場合は10) lt i 

〈h百白，，
 

(要件)
・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減日※安全対策の具体的要件
に資する方策を検討するための委員会において必要な安全対策に 11①職員に対する十分な休憩時間の確保等の勤務・雇用条件への配慮
ついて検討等していること ー 。 11②緊急時の体制整備(近隣在住職員を中心とした緊急参集要員の確保等)
・見守り機器等のテクノロジーを複数活周している亡と 11 ③機器の不具合の定期チェックの実施(兵一カーとの連携を含む)
・職員聞の適切な役割分担の取組等をレていること 11 @職員に対する必要な教育の実施
・上記取組により介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行11⑤訪室が必要な利用者に対する訪享の個別実施
われているととがデータにより確認されるとと H ヘ

i (※)人員配置基準の特例的な柔軟化の申請に当たっては、テクノロジ の活用や職員聞の適切な役割分担の取組等の開始後、これらを少なくとも
: • :3か月以上試行し(試行期間中においては通常の人員配寵基準を遵守するとと)、現場職員の意見が適切に反映で害るよう、実際にケア等を
i 行う、多職種の職員が参画す予委員会において安全対策や介護サーピスの質の確保、職員の負担軽減が行われていることをデータ等で確認する
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し今

①:事業所と同一敷地内文は隣接する敷地内に所在する建物に
居住する者(②I，~~えてゆ与に該当する場合を除く白)

②:事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に
居住する利用者の人数が1月あたり50人以上の場合

③:上記①以外の範囲に所在する建物に居住する者〔当該建物
に居住する利用者の人数が1月あたり20人以上の場合)

」一…ニ一一…貯金空間性…………………一一コ
r--o' 短期入所生活介護
く改定後〉

※ 短期入所生活介護の長期利用について、介護福祉施設サービス費の単位数と同単位数とする固 1 
(併設型l立、すでに長期利用者に対する減算によって介護福祉施設サービス費以下の単位数となっていることから、 i 
さらなる単位数の減は行わない。)

0 介護予防短期入所生活介護 i 
<.改定後〉

連続して30日を超えて同一事業所に入所している利用者の介護予防短期入所生活介護費について、介蹟福祉施殴トピス費 i 
i 又はユー介護福祉施設サー?要介護1の単位数の…(要耕一…(要支援2)哨する j 
単位数を算定する。(新紋〉

- 介護報酬が業務に要する手間・コストを評価するものであることを踏まえ、利用者が居宅介護支援事業所と併
設・隣接しているザービス付き高齢者向け住宅等に入居している場合や、複数の利用者が同ーの遺物に入居してい
る場合には、介護支握専門員の業務の実態を踏まえた評価となるよう克竃しを行う。

i 居宅介護支援

てここここごここごこごこここごこここ;二二二;ここここここここごここここここここコヱニニこここニここここ……川町二二ニズ

なし 酔 同→輸に耐る利用併のケ市川閥単倣の9附取引か ! く現行> .._ く改定後〉

対象となる利用者 1 
1 指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同ーの敷地内、隣接する敷地内の建物又は指定居宅介護支援事業所 1
と同一の建物に居住する利用者 I 

指定居宅介護支援事業所における 1月当たりの利用者が同ーの建物に20人以上居住する建物(上記を除 i 
く。)に居民する利用者 i i 

~----一一一一一一一一}一一一一一一一一一-同一一一一一一一一一一一一一一一一一一一…-剛一一一一----一一一----一一-・嗣・ー・・・ー-ー・1

検笈Z3233 c:滋校二
圃 「その他型J及び「療養型Jの介麗老人保健施設並びに rll型」の介護医療院について、新たに華料負担(月額
8千円栂当?を導入する。

棚入珊養介護育、介撞老人保健施設、介護医療院 …一
「同一圃司ー圏一---圏一ー岡田一-ー一一一同周回一---一-----一一-------圃園担問一ー--・E・-_...__岡田一一品開・・一個旬開剛司植圃園田司同・・一一個同開・・ー1

! 0 以下の多床室(いずれも8m/人以上に限る。)の入所者について、基本報酬から室料相当額を減算し、利用 ! 
i 者負担を求めるノこととする。 i 
i -fその他型」及び「療養型jの介護老人保健施設の多床室 1 

! • r 11型Jの介護医療院の多床室 . 、 i 
! 0 ただし、基準費用額(居住費)を増額することで、一定未満の所得の方については利用者負担を増加させない。!

同一一一---------・側同一一--・E・-ー一司司間関ーー一_J
42 

介護度 介利護用・看者護 | 介護利用者 | 夜間にのみサービスを必要とする利用者 L新段、)

要介護1 7，946単位 開 6単位J
.;!心討をfiT;訪問 1)--.....1:.' ス緩:モ)H9~t:f.1t，/.Fj

要介護2 12，413単位 9，720単位

要介護3 18，948単位 16，140単位

B
i
l
l
i
-
-

i (※)連携型事業所も向様

L--一回一一ー一一一一一一------------間一-----""'---ー・四・ー・・・一・司一一ーー・圃一一ー--一一一一…凶・一一-同一一!

要介護4 23，358単位 20，417単位

要介護5 28，298単位 24，692単位 γt ; :lWfì- ll\t~i~:\ニよらない
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【単位数】
く現行〉 く改正案〉 ! 
運動器機能向上加算 225単位/月 L 廃止(基本報酬で評価)
選択的サービス複数実施加算 I 480単位 欝静 廃止(個別の加算で評価)
選択的サービス複数実施加算11 7岬位 F 一体的サービス提供加算 480単位/月制約 j 

O 運動器機能向上加算を廃止し、基本報酬への包括化を行うロ ， i 
O 運動器機能向上加算、栄養改善加算、口腔機能向上加算のうち、複数の加算を組み合わせて算定しているとと i 
を評価する選択的サービス複数実施加算について見直しを行?o 一一 一 一 一一『思聞ム問時間----j

45 

fi出-主:望日目.出自民主運持抽出出.自民日I五三.主忌.. 三I主計三回ヨ

園 通所系サービスにおける送迎について、利便'性の向上や運転専任職の人材不足等に対応する観点から、送迎先に
ついて利用者の居住実態のある場所を含めるとともに、他の介護事業所や障害福祉サービス事業所の利用者との同
乗を可能とする。 A

i 通所介陵、地域密着型通所介民認知症対応型通所介醸女、通所リハビリテーシヨン犬、療養適所介護 i 

O 利用者の送迎について、利用者の白宅と事業所聞の送迎を原則とするが、運営上支障が無く、利用者の居住実態 ! 
(例えば、近隣の親戚の家)がある場所に限り¥当該場所べの送迎を可能とする。 ! 

O 介護サービス事業所において、他事業所の従業員が自事業所と雇用契約を結び、自事業所の従業員として送迎を 1 
行う場合や、委託契約において送迎業務を委託している場合(共同での委託を含む)には、責任の所在等を明確に i 

し た上で、他事業所の利用者との同乗を可能とする。!

o 障害福祉サービス事業所が介護サービス事業所と雇用契約や委託契約(共同での委託を含む)を結んだ場合にお i 
i いても、責任の所在等を明確にした上で、障害福祉サービス事業所の利用者も同乗することを可能とする。 1 
i ※なお、との場合の障害福祉サーピヌ事業所とは、同 敷地内事業所や併設・隣接事業所など、利用者の利便性 1 
i を損なわない範囲内の事業所とする白 。 i

46 

三日間三五日

置 令和4年の家計調査によれば、高齢者世帯の光熱・水道費は令和元年家計調査に比ベると上昇しており、在宅で
生活する者との負担の均衡を図る観点や、令和5年度介護経営実態調査の費用の状況等を総合的に勘案し、基準費
用額(居住費)を60円/日引き上げる。

r一一・嗣』一一一---------一ー一一----_..-一一回圏一---一・・副・・・・--------
! 0 基準費用額(居住費)を、全ての居室類型で1日当たり60円分増額するE i 
i 0 従来から補足給付の仕組みにおける負担限度額をO円としている利用者負担第1段階の多床室利用者について i 
i は、負担限度額を据え置き、利用者負担が増えないようにする。 i
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防護I議怒 I条緊.消極猶ぷ芸誌..  沼言 語 自民三三I

圃 令和6年度以降の級地の設定に当たっては、現行の級地を適用することを基本としつつ、公平性を欠く状況にあ
ると考えられる自治体については特例(※1)を設け、自治体に対して行った意向調査の結果を踏まえ;級地に反
映する。ー

また、平成27年度介謹報酬改定時に設けられた経過措置(※2)については令和5年度末までがその期限となっ
ているが、令和8年度末までの延長を認める。

(※1) 
ア 次の場合I孟、当該地域に隣接する地繊に設定された地域区分のうち、一番低い又は高い地域区分までの範囲で引き上げる又は引
き下げることを認める。
i 当核地域の地域区分よりも高い又l孟低い地織に全て固まれている場合。
ii 当該地域の地域区分よりも高い又は低い級地が猿定された地域に複数隣接しており、かっ、その地域の中に当該地域と4級地
以上の級地差がある地域が含まれている場合a なお、引上げについては、地域手当の級地設定がある自治体を除く。
iii 当該地減の地域区分よりも高い又は偲い級地が設定された地域に固まれており、かっ、同じ地域区分との隣接が単一(引下げ
の場合を除し)の場合.なお、引上げについてほ、地域手当の級地段定がある自治体を除く o ~新設J

イ 5級地以よの級地差がある地域と隣接している場合について、 4級地差になるまでの範囲で引上げ又は引下げを隠めるo "絞殺}

(注1)隣接する地域の状況については、同一都道府県内のみの状況に基づき判断することも可能とする。(ア iのみ)
(注2)広域連合については、機成自治体に適用されている区分の範囲内で選択することを認めている古え令和5年度末に解散する場合について、激変緩和措
置を設ける。

(注3)自治体の境界の過半が海に面している地域にあっては、イの例外として、 3級地差以上の級地差であっても 2級地差になるまで引上げを認める。
〔注4)障害福祉サービス等報酬及び子ども・子育て支彼制度における公定価格の両方の地域区分が、経過措置等による特別な事情で介護報酬の級地より寓く
なっている場合、モの範囲内において、隣接する高い級地のうち最も低い区分まで引上げを可能とする.

(※2) 
平成27年度の地域区分の見置しに当たり、報酬単価の大幅な変更を緩和する観点から、従前の設定値と見直し後の骸定値の範囲内
で選択するととが可能とするもの。

基本報酬の見直し

0 改定率については、介護現場で働く方々の処遇改善を着実に行いつつ、サービス毎の経営状況の違いも踏まえた
メリハりのある対応を行うことで、 1全体で+1. 59%を確保。そのうち、介護職員の処遇改善分+0.98%、
その他の改定率として、賃上げ税制を活用しつつ、介護職員以外の処遇改善を実現できる水準として+O. 61%。

O これを踏まえて、介護職員以外の賃よげが可能となるよう、各サービスの経営状況にも配慮しつつ+0. 61% 
の改定財源について、基本報酬に配分する。

令和6年度介護報酬改定に関する『大臣折衝事項J (令和5年12月20日) (抄)

49 

令和6年度介護報酬改定の施行時期について(主な事項)

園令和6年度介護報酬改定の施行時期については、令和6年度診療報酬改定が令和6年6月1日施行とされた

乙と等を踏まえ、以下のとおりとする。

T> 6月1日施行とするサービス

訪問看護

訪問りハビリテーション

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

T> 4月1日施行とするサービス

上記以外のサービス

圃令和 6年度介護報酬改定における処遇改善関係加算の加算率の引上げについては、予算編成過程における検

討を踏まえ、令和6年6月1日施行とする。これを踏まえ、加算の一本化についても令和6年6月1B施行
とするが、現行の処遇改善関係加算について事業所内での柔軟な職種間配分を認めることとする改正は、令

和6年4月l日施行とする。

冨補足給付に関わる見直しは、以下のとおりとする。

〉令和6年8月18施行とする聖項
基準費用額の見直し

〉令和7年8F.11日施行とする事項

多床室の室料負担
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介護職員の処遇改善について

合丞ニム〉盈室主主μ三〉づ得手巽11の設告書一主主〉違えよ三議以介護 e是主義議警護2土〉立蓬笠主主 p 介護総量差点〉悠i墨.Ô~喜重

i選 講義

介護職主義母〉主義翠室長欝記機器鰭襲撃鍛機警護
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介護f}譲暴言等製11選抜醤獲李主に綴事.iS謀本約者え:完結;ぴに襲務総薄手線及び様式縫去について f30斗Ks1

Zi.u滋1......L3.斗各区説
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(安考1}

習1.1紙?菜玄2

〈号き考2.)

去最大1200事荒所までまま芯L/たちのョファイ

ヌiI綜様式2 (娯if建設謹言十ei雲) [8.7阿SJ

BJj級紙..3.漆議室塁志議1........Ll忠誠話回

手議さき思惑式〈主Ex関 iで{まなく予言書きで作法恨譲治する場合〉

1ためご、:之悉ください〉

3tl紙襟王立7 (怒算三転算定事業務沼泌，a.t:密警提言堅議幸芸名目醤; :15~子蓄さ需様式 [270KBJ 記入4到(宗務介護ぬj場合 L325.fく8J

〈善幸考3)

ペ現行託;怒欝を欝定しJている事業苓が、 1ただける、支援:;.}.....-んですk

完:合干U6一変3Fo3260:

X :l安j子2i~線三:議滋iンニト宅 LZQ.KH1..

{重き考ヰ〉

〈令おらま手4月40翠3主将街道義縫湾老人保
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/ゆ厚生労働省介護事業所の皆さまヘ

介護職員の人材確保を更に推し進め、介護現場で働く方々にとって、令和6年度に
2.50/0、令和7年度{こ2.00/0のペースアップへとつながるよう、令和6年6月以降、
処遇改善に係る加算の一本化と、加算率の引上げを行います。
新加算の算定要件は、①キャリアパス要件、②月額賃金改善要件、③職場環境等
要件、の3つです。令和7年度以降の新加算の完全施行までに、令和6年度の
スケジュールを踏まえ、計画的な準備をお願いします。 (6年度末まで経過措置期間)

令和6年5月まで 令和6年6月か5 ※加算率は全て
訪問介護の例

要件を再編・統合
& 

加算率引上げ
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+新加算V

令和6年度中の経過措置(激変緩和措置)
として、新加算V(l)'"V(14)を設けます。

令和6年6月から令和6年度末までの経過措置区分とし

て、現行3加算の取得状況に基づく加算率を維持した上

で、今般の改定による加算率の引上げを受けることがで

きるよう、新加算V(1) "-' V (14)を設けます。

(加算率22.10/orv7.60/0) 

0 今般の報酬改定による加算措置の活用や、賃上げ促進税制の活用等を組み合わせることにより、令和6年
度に+2.50/0、令和7年度に+2.00/0のベースアップを実現いただくようお願いしています。

今般の報酬改定では、処遇改善分について2年分を措置しており、令和7年度分を前倒しして賃上げい
ただくことち可能。前倒しした令和6年度の加算額の一部を、令和7年度内に繰り越して賃金改善に充てる
ことち可。

R7年度の賃上げ原資の一部を、 R6年度の加算に前倒しして措置

(前倒ししたR6年度の加算額の一部を、 R7年度に繰り越し可能) 賃上げ促進税制とは・..

・事業者が賃上げを実施した場合に、
賃上げ額の一部を法人税などから控
除できる制度。

R6年度の
加算の増加分

R6改定まで
の加算による
賃金改善

R6圃6 R7.4 21 R8.4 '-_一一一一__・E ・__・E・-



キャリアパス要件

I"'mは根拠規程を書面で整備の上、
全ての介護職員に周知が必要

介護職員について、職位、職責、職務内容

等に応じた任用等の要件を定め、それらに応じた

賃金体系を整備する。

介護職員の資質向上の目標や以下のいずれ

かに関する具体的な計画を策定し、当該計画

に係る研修の実施又は研修の機会を確保する。

a 研修機会の提供又は技術指導等の実施、
介護職員の能力評価

b 資格取得のための支援(勤務シフトの調整、
休暇の付与、貫用の援助等)

月額賃金改善要件

新加算W相当の加算額の2分の 1以上を、

月給(基本給又は決まって毎月支払われる手

当)の改善に充てる。

現在、加算による賃金改善の多くを一時金で
行っている場合は、一時金の一部を基本給・毎
月の手当に付け替える対応が必要になる場合
があります。(賃金総額は一定のままで可)

職場環境等要件

介護職員について以下のいずれかの仕組み

を整備する。

a経験に応じて昇給する仕組み
b 資格等に応じて昇給する仕組み

c 一定の基準に基づき定期に昇給を判定
する仕組み

経験・技能のある介護職員のうち1人以上
は、賃金改善後の賃金額が年額440万円以
上であること。

小規模事業所等で加算額全体が少額である
場合などは、適用が免除されます。

サービス類型ごとに一定割合以上の介護福

祉士等を配置していること。

前年度と比較して、現行のペースアップ等加

算相当の加算額の3分の2以上の新たな基
本給等の改善(月給の引上げ〉を行う。

新加算 I"JNへの移行!こ伴い、現行ペア加
算相当が新たに増える場合、新たに増えた加
算額の3分の2以上、基本給・毎月の手当
の新たな引上げを行う必要があります。

6の区分ごとにそれぞれ2つ以上(生産性向上は3つ以上、うち一部は必須)取り組む。
情報公表システム等で実施した取組の内容について具体的に公表する。

6の区分ごとにそれぞれ1つ以上(生産性向上は2つ以上)取り組む。
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〈現行〉

!処遇改善加算I~E j 

i特定処遇改善加算I-E 〉
|ペースアツフ等支援加算 〉

〈一本化後〉

R6.6 
r-ー圃ーーー圃ーーー圃園田園園田園園田----園田ーー‘

i現行の処遇改善加算 ¥ 

R7.4 

「園園田・圃圃圃園園園田園田園田園田園田園園園田園圃園.，

i現行の特定処遇改善加算 ¥ 

|》介護職員に重点配分/
「圃圃圃圃圃園圃園田園園圃園園圃圃圃圃圃圃圃園田園田園崎、

R6.4以降、職種間配分ルールが
緩和されるため、加算全体を事業
所内で柔軟に配分することが司能

-・・・・E・・・・・・圃・・・・・圃・圃岡田・・田園圃圃圃1・・・・・圃圃圃圃圃圃E圃圃圃・・・・・圃圃白._----圃・・・圃圃・・
i現行のペア加算 、、
i》柔軟な配分が可能 ノ
「圃園田園田E ・ E ・-----ーー圃園田園田園田園田園困層、

i現行の処遇n.E iキャリアパス要件I"，mの特例
!》任用要件・賃金体系 iR6年度中は、 R6年度中 CR7.3末
|》研修の実施等 |まで)に対応するごとの誓約で可

「一一一一一一一一ーヰ》 申請時点で未対応でち可
i現行の処遇I j》 R6.4N5(一本化施行前)ち
!》 昇給の仕組み i 同様に誓約で可
」園圃園園田園圃圃--・E ・-ー園田園田E ・ E ・-ー園田4園田園田園圃圃園田園田園田園田・E ・ E ・--ーーー圃圃園田園圃圃園
「圃園田園・-----園田園園田園園園園田園田園田園圃園田、‘

i現行の特定n .'， 
i》改善後の賃金額の水準ノ
i_園田園圃園田園田園圃圃圃園圃圃圃園田園・--・E ・-ーー'
r--ー園田園圃圃園田・E ・ E ・-ー園田園田園田園田園圃園田、

l現行の特定l_ .'" 

!》介護福祉士の配置等 / 

既に加算を一定程度月額で配分
している事業所は対応不要

|現行のペア加算 ¥ 

|》 加算額の2/3以上のペア等/

!現行の処遇・特定 ¥I R6年度は ¥ 

い職場環境等要件 /j従来のまま継続/

対応が必要な要件は事業所によって異なりますが、キャリアパス要件I."，m、
月額賃金改善要件Zは、加算を算定する全ての事業所に関係します。
各事業所でZ必要な対応・スケラユールは厚労省HPヘ。
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(参考1)新加算への移行の例

例①:キャリアパス要件や職種田配分ルールがネックとなっているケース

処遇改善加算

特定処遇改善加算

ペア加算

※加算率は全て
訪問介護の例

m(5.50/0) -キャリアパス要件 Ir-vmの特例を活用
(処遇I相当)

なし |・職種間配分ルールの改正で上位移行が
可能に(特定E相当)

あり(2.40/0). I ・加算率引上げ

新加算E
(22.40/0) 

例②:ベースアップ等支援加算を取得していない事業所のケース

処遇改善加算

特定処遇改善加算

、‘，
J

-
、，-、ー，
J

M
八

一

-o

引

-oJ

-

d

・一「
4

1
d

一
.
一4

4
よ
四

国，，
a

‘、

f
I
1
目

目
官
且

τi この機会に現行のペア加算を新規算定

.加算率引上げ

新加算E
(22.40/0) 

ペア加算 | なし

(参考2)新加算等の申請等に係る提出物の提出期限一覧

計画書

体制届出
(体制等
状況一覧表)

4月15日
※事業者等が、令和6年6月15日までに計画の変更を届け出た場合には、受け付けること。
※補助金についてち基本的に同様(ただし、提出期限は各都道府県において設定)。

現行3加算 (4月・ 5月分)は、原則4月 1日
※指定権者において、 4月15日まで延長可。また、期日を4月1日とする場合志、 4月15
日までは変更を受け付けること。
※6月以降分(新加算)についてち、 4月分の体制届出と同じタイミング (4月 1日""-'4月
15日)で届出可能。

新加算 (6月以降分)は5月15日(居宅系)又は6月1日(施設系)

※ただし、期日までに提出した届出の内容についても、 6月15日までは変更可能。

(参考3)サービス類型ごとの加算率一覧

940/0 1 9.00/0 1 8.3 % 112.20/0 117.40/0 114.60/0 117.8 % 113 ~ 6 % 1 7.1 % 1 4.70/0 

18.20/01 7.90/0 1 8.00/0 '1 6.60/0 111.00/01日 0/0113.40/0115.50/0111.30/015.40/0 1 3.60/0 

14.50/01 6.30/0 1 6..40/0 1 5.30/0 1 8.80/0 112.20/0110的 112.50/019.00/01 4.40/0 1 2.90/0 

※上記のほかに、現行3加算の加算率に今般の改定による加算率の引上げ分を上乗せした新加算V(l)"，，-，凶を用意。

お問い合わせ先 厚生労働省相談窓口
(加算の一本化) 電話番号: 050-3733-0222 

受付時間: 9:00~18:00 (土日含む)
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計画書の様式や
各種の参考資料は
厚労省HP(ζ掲載
(順次更新)=今



令和6年6月からの介護職員等処遇改善について

1 .介護職員等処遇改善の基本的な考え方(通知(※1)抜粋)
0令和6年度介護報酬改定においては、①事業者の賃金改善や申請に係る事務負担を軽減する観点、②利用者にとって分かりやすい制度
とし、利用者負担の理解を得やすくする観点、③事業所全体として、柔軟な事業運営を可能とする観点、から、処遇改善に係る加算が一本
化。

0具体的には、介護職員処遇改善加算(以下「旧処遇改善加算」という。)、介護職員等特定処遇改善加算(以下「旧特定加算」という
。)及び介護職員等ペースアップ等支援加算(以下円日ペースアップ等加算」という。以下、旧処遇改善加算、旧特定加算、旧ペース
アップ等加算を合わせて「旧3加算Jという。)の各区分の要件及び加算率を組み合わせる形で、令和6年6月から「介護職員等処遇
改善加算J (以下「新加算」という。)へ一本化。

0令和6年度介護報酬改定における介護職員の処遇改善分の改定率+0圃98%を活用し、新加算の加算率の引上げを行うとともに、介護現場
で働く方々にとって、令和6年度lこ2.5%、令和7年度lこ2.0%のペースアップへとつながるよう、配分方法について工夫。

0事業者の負担軽減及び一本化の施策効果を早期に波及させる観点、から、令和6年4月及び5月の聞に限り、旧3加算の要件の一部を新加
算と同程度に緩和することとし、令和6年4月及び5月分の旧3加算と令和6年度の新加算の処遇改善計画書及び実績報告書をそれぞれ
一体の様式ヘ。

0併せて、新加算の施行に当たっては、賃金規程の見直し等の事業者の事務負担に配慮し、令和6年度中は経過措置期間あり。

O具体的には、月額賃金改善要件Iと、職場環境等要件の見直しについては、令和6年度中は適用を猶予。

0また、キャリアパス要件Iからキャリアパス要件Eまでについても、令和6年度中に賃金体系等を整備することを誓約した場合に限り、
令和6年度当初から要件を満たすことが可能。

0さらに、一本化施行前の令和6年5月 31日時点、で旧3加算の全部又は一部を算定している場合には、旧3加算の算定状況に応じた経過
措置区分として、令和6年度末までの問、それぞれ新加算V(1)---附を算定できる。

(※1 )…「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について(令和6年3月15日 老発
031 5第2号厚生労働省老健局長通知)J。
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令和6年6月からの介護職員等処遇改善について (令和6年度中の加算Vの要件については、※1の通知別紙1を参照ください。)
(※1 )…「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について(令和6年3月15日 老発0315第2号 厚生労働省老健局長通知)J 

(※2)… r r介護職員等処遇改善加算等に関するQ&A(第1版)Jの送付について(令和6年3月 15日 事務連絡)J 

2.算定要件

(1 )キャリアパス要件 (朱文字は、令和6年度の取扱い)

1 .介護職員の任用の際における職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件(介護
職員の賃金に関するものを含む。)を定めていること。
2. 1に掲げる職位、職責、職務内容等に応じた賃金体系(一時金等の臨時的に支払わ
れるものを除く。)について定めていること。
3. 1及び2の内容について就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全ての介護
職員に周知していること。

※常時雇用する者の数が 10人未満の事業所等など、労働法規上の就業規則の作成義務がない事|

QA (※2) 

で
』とはどのようなものが考えられるのか。

(答)
-法人全体の取扱要領や労働基準法上の就業規則作成義務のない事業場(常時雇用す
る者が10人未満)における内規等を想定している。
なお、令和6年度の処遇改善計画書等の様式の中で、別紙様式7の参考2として、
キャリアパスや賃金規程のモデル例を掲載しているため、就業規則作成義務のない事
業場においては特に参考にされたい。

業所等においては、就業規則の代わりに内規等の整備・周知により上記3の要件を満たすことと|間4-6キャリアパス要件Eとキャリアパス要件Iとの具体的な違い如何。
しても差し支えないo __.__.~_.__:__._ ••. .'_^___~_ _~----'_._. ___ __，，_ _~.. __~.~ r (答)

26 

キャリアパス要件Iについては、職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金
体系を整備することを要件としているが、¥昇給に関する内容を含めることまでは求め
ていないものである。一方、キャリアパス要件Eにおいては、経験、資格又は評価に
基づく昇給の仕組みを設けることを要件としている。



1 .介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標
及びa文はbに掲げる事項に関する具体的な計画を策定し、当該計画に係る研修の
実施又は研修の機会を確保していること。
a資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供文は技術指導等 (OJT、OFF-JT
等)を実施するとともに、介護職員の能力評価を行うこと。
b資格取得のための支援(研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、費用
(交通費、受講料等)の援助等)を実施すること。

2. 1について、全ての介護職員に周知していること。

4-2 
うな手法が考えられるか。

(答)
・様々な方法により、可能な限り多くの介護職員の意見を聴く機会(例えば、対面に
加え、労働組合がある場合には労働組合との意見交換のほか、メール等による意見募
集を行う等)を設けるように配慮することが望ましい。

間4-3キャリアパス要件Eの f資質向上のための目標jとはどのようなものが考え
られるのか。

(答)
「資質向よのための目標」については、事業者において、運営状況や介護職員のキヤ

ー干干 Eリア志向等を踏まえ適切に設定されたい。
トなお、例示するとすれば次のようなものが考えられる。

必ず令和 7年3 同宋までに当設計画の策~等を仔い、婁績報告書においてその旨を報|①利用者の二一ズに応じた良質なサービスを提供するために、介護職員が技術・能力
(例:介護技術、コミュ二ケーシヨン能力、協調性、問題解決能力、マネジメント能力
等)の向上に努めること

27 

②事業所全体での資格等(例:介護福祉士、介護職員基礎研修、訪問介護員研修等)の
取得率の向上

問4-4キャリアパス要件Eの「具体的取り組みJとして、 『資質向上のための計画
に沿って、研修機会の提供文は技術指導等を実施 (OJT、OFF-JT等)すると
ともに、介護職員の能力評価を行うこと』とあるが、そのうち「資質向上のた
めの計画』とはどのようなものが考えられるのか。

(答)
「資質向上のための計画」については、特に様式や基準等を設けておらず、事業者の

運営方針や事業者が求める介護職員像及ひ、介護職員のキャリア志向に応じて適切に設定
されたい。また、計画期間等の定めは設けておらず、必ずしも賃金改善実施期間と合致
していなくともよい。
その運用については適切に取り組んでいただくとともに、無理な計画を立てて、か
えって業務の妨げにならないよう配慮されたい。
・例示するとすれば次のようなものが考えられるが、これに捉われず、様々な計画の策
定をしていただき、介護職員の資質向上に努められたい。

を奇修討議g

まま苦言3襲喜善命中でお主主辞憲議沼集号奪1::1壊する穏i設を君臣奨ずる句

間4-5キャリアパス要件Eの「介護職員の能力評価jとは、どのようなものが考え
られるのか。

(答)
.個別面談等を通して、例えば、職員の自己評価に対し、先輩職員・サービス担当責任
-ユニットリーダー・管理者等が評価を行う手法が考えられる。
なお、こうした機会を適切に設けているのであれば、必ずしも全ての介護職員に対し
て評価を行う必要はないが、介護職員が業務や能力に対する自己認識をし、その認識が
体の方向性の中でどのように認められているのかを確認しあうことは重要であ
を踏まえ適切に運用していただきたい。



キャリア
パス要件
E 続き

1介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み文は一定の基準に
基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。具体的には、次のaからc
までのいずれかに該当する仕組みであること。
a経験に応じて昇給する仕組み
「勤続年数」や「経験年数Jなどに応じて昇給する仕組みであること。
b資格等に応じて昇給する仕組み
介護福祉士等の資格の取得や実務者研修等の修了状況に応じて昇給する仕組みであ

(答)
・キャリアパス要件Iについては、職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体
系を整備することを要件としているが、昇給に関する内容を含めるーことまでは求めてい
ないものである。
一方、キャリアパス要件Eにおいては、経験、資格又は評価に基づく昇給の仕組みを
設けることを要件としている。

ること。ただし、別法人等で介護福祉士資格を取得したよで当該事業者や法人で就|問4-7キャリアパス要件Eの昇給の方式については、手当や貰与によるものでもよ
業する者についても昇給が図られる仕組みであることを要する。 I いか。
c一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み 〆 I (答)
「実技試験」や「人事評価Jなどの結果に基づき昇給する仕組みであること。ただ|・キャリアパス要件Eを満たすための昇給の方式は、基本給による賃金改善が望ましい
し、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されていることを要する。 Iが、基本給、手当、賞与等を間わない。

2 1の内容について、就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全ての介護職員に|
周知していること。 I問4-8非常勤職員や派遣職員はキャリアパス要件Eによる昇給の仕組みの対象とな

るか。
※常時雇用する者の数が 10人未満の事業所等など、労働法規上の就業規則の作成義務がない
事業所等においては、就業規則の代わりに内規等の整備・周知により上記二の要件を満たす
こととしても差し支えない。
※令和6年度に限り、処遇改善計画書において令和7年3月来までに上記ーの仕組みの
整備査査三三主査霊組主担LL金主日亘皇度当担左~キャリアパス要性E査満たすものとム主
L つも 『台 1

ただし、必ず令和7年3月末までに当該仕組みの整備を行い、婁績報告書においてその旨
歪盟査主五こと9一
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(答)
・キャリアパス要件Eによる昇給の仕組みについては、非常勤職員を含め、当該事業所
や法人に雇用される全ての介護職員が対象となり得るものである必要がある。
また、介護職員であれば、派遣労働者で、あっても、派遣元と相談の上、新加算等の対
象とし、派遣料金の値上げ分等に充てることは可能で、あり、この場合、計画書・実績報
告書は、派遣労働者を含めて作成オることとしている。キャリアパス要件Eを満たす必
要がある場合で、あって、派遣労働者を新加算等の対象とする場合には、当該派遣職員に
ついてもキャリアパス要件illlこ該当する昇給の仕組みが整備されていることを要する。

間4-9 r一定の基準に基づ、き定期に昇給を判定する仕組み』とあるが、一定の基準
とは具体的にどのような内容を指すのか。

(答)
・昇給の判定基準については、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されていることを
要する。また、判定の時期については、事業所の規模や経営状況に応じで設定して差し
支えないが、明文化されていることが必要である。

問4-10新加算の算定のため就業規則等の変更を行う際、役員会等の承認を要する
が、当該承認が計画書の提出期限の令和6年4月 15日までに間に合わない
場合、新加算を算定できないのか。

(答)
・処遇改善計画書〈別紙様式2ー12 (3) )に記載する就業規則等の内容につい
て、令和6年4月 15日の提出期限までに内容が確定していない場合には、その時点で
の暫定の内容を記載することとしてよい。その後、内容に変更が生じ、処遇改善計画書
に記載の内容の修正が必要となった場合には、適宜、処遇改善計画書の変更を届け出る
こと。



パス要件|算定し実施される賃金改善の見込額を含む。)が年額 440万円以上であること(新加算| 月から令和7年3月まではどのように考えればよいかo
N I等による賃金改善以前の賃金が年額 440万円以上である者を除く。) 0 I (答)

ただし、以下の場合など、例外的に当該賃金改善が困難な場合であって、合理的な説卜旧3加算の一本化により、旧特定加算が廃止されることに伴い、旧特定加算による賃
明がある場合はこの限りではない。 1金改善額が月額8万円以上という従前の要件の継続が難しくなったことから、令和7年
小規模事業所等で加算額全体が少額である場合 |度以降、月額8万円以上の要件について廃止することとしたものである。
-関員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに一人の賃金を引き上げることが困難卜ただし、激変緩和措置として、令和6年度に限り、旧特定加算相当の加算額を用いて
2場合 |月額8万円以上の改善を行っていればよいこととしている。その際、 「旧特定加算相当
送制凶年度開L賃金改善後白賃金企昆込顔出年額44Q一五回腿上白職員企伐担ι，，-1の加算額Jについては、例えば、令和6年6月以降、新加算Iを算定する場合であれ
翻曜の1m算額の_251且智星加算国自主益E分五J五賃金改善盟主且彊型四五回 |ば、 6月以降も旧特定加算Iを算定し続けた場合に見込まれる加算額を用いる等の適当
(賃金改善実施期間における平均とするの)以上の職昌を置くことにより、上記の要件|な方法で推計して差し支えない。
査溝正すこととしても差:~支主主11，_
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間5-2ー 1新加算等による賃金改善後の年収が 440万円以上(令和6年度にあっ
ては旧特定加算相当による賃金改善の見込額が月額8万円以上となる場
合を含む。以下同じ。)かを判断するにあたっての賃金に含める範囲は
どこまでか。

(答)
「処遇改善後の賃金が役職者を除く全産業平均賃金 (440万円)以上」の処遇改善と
なる者に係る処遇改善後の賃金額については、手当等を含めて判断することとなる。な
お、処遇改善後の賃金 r440万円」については、社会保険料等の事業主負担その他の法
定福利費等は含めずに判断する。

問5-2-2新加算等については、法人単位の申請が可能とされているが、キャリア
パス要件Wについても法人単位での取扱いが認められるのか。

(答)
・貴見のとおり。法人単位で申請を行う場合、月額8万円又は年額 440万円の要件を
満たす者の設定・確保を行う場合、法人全体で、一括して申請する事業所の数以上、要
件を満たす職員が設定されていればよい。例えば、 5事業所について一括して申請する
場合、 5事業所のそれぞれに要件を満たす職員を配置する必要はなく、全体で5人以上
要件を満たす職員が在籍していればよい。
その際、一括して申請する事業所の中に、設定することが困難な事業所が含まれる場
合は、処遇改善計画書にその合理的理由を記載することにより、設定の人数から除くこ
とが可能である。

間5-2-3キャリアパス要件Wを満たす職員は、経験・技能のある介護職員である
必要はあるか。

(答)
・貴見のとおり。経験・技能のある介護職員については、勤続年数 10年以上の介護福
祉士を基本としつつ、各事業所の裁量において設定が可能である。例えば、小規模の事
業所で、あって、介護福祉士の資格を有する者がいない場合には、介護福祉士の資格を有



キャリア
パス要件
IV 続き
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さない者を「経験・技能のある介護職員Jとしてキャリアパス要件IVを満たす職員に計
上して差し支えない。
なお、 「勤続 10年の考え方」については、
一勤続年数を計算するにあたり、同一法人のみだけでなく、他法人や医療機関等での
経験等も通算する
ーすでに事業所内で設けられている能力評価や等級システムを活用するなど、 10年以
の勤続年数を有しない者で、あっても業務や技能等を勘案して対象とする
など、各事業所の裁量により柔軟に設定可能である。

問5-2-4 r年額 440万円以上』の改善の対象とし、賃金改善を行っていた経
験・技能のある介護職員が、年度の途中で退職した場合には、改めて
別の職員について、 「年額 440、万円以上』の改善を行わなくてはなら
ないか。

(答)
・新加算の配分に当たっては、賃金改善実施期間において、経験・技能のある介護職員
のうち、年収 440万円となる者を1人以上設定することが必要であるが、予定していた
者が、賃金改善実施期間に退職した場合等においては、指定権者に合理的な理由を説明
することにより、算定要件を満たしたものと扱うことが可能である。

問5-3介護給付のサービスと介護予防・日常生活支援総合事業を一体的に運営して
いる場合で、あっても、新加算等による賃金改善後の年収が 440万円以上と
なる者を2人設定する必要があるのか。

(答)
・介護サービス事業者等において、介護給付のサービスと介護予防・日常生活支援総合
事業を一体的に実施しており、同一の就業規則等が適用される等、労務管理が一体と考
えられる場合は、同一事業所とみなし、年収が 440万円以上となる者を合計で1人以上
設定することにより、キャリアパス要件IVを満たすこととする。

問5-4介護給付のサービスと介護予防給付のサービス、施設サービスと短期入所サ
ービス、介護老人保健施設と併設する通所リハビリテーションについても同様
に扱うことは可能力、。

(答)
・介護給付のサービスと介護予防給付のサービス(通所リハビリテーションと予防通所
リハビリテーシヨ'ンなど)については、労務管理が一体と考えられる場合は、同一事業
所とみなし、年収が 440万円以上となる者を合計で1人以上設定することにより、キャ
リアパス要件IVを満たすこととする。
・特別養護老人ホーム等と併設されている文は空床利用型で、ある短期入所生活介護、介
護老人保健施設等と短期入所療養介護についても、同様に判断することが可能である。
-介護老人保健施設に併設する通所リハビリテーション事業所については、原則とし
て、それぞれで、年収 440万円となる者を設定する必要があるが、キャリアパス要件IV
を満たす職員の設定については、処遇改善計画書の作成を一括して行う同一法人全体と
しで満たしていればよいことから、例えば、介護老人保健施設において2人年収 440万
円となる者を設定することとしても差し支えない。(間5"":2-2を参照)

問5-5共生型サービスを提供する事業所において、新加算等を算定する場合、年収
440万円となる者の設定は、介護サービスのみで設定する必要があるのか。

(答)
-介護保険の共生型の指定を受け共生型サービスを提供している事業所においては、介
護保険の共生型サービスとして、年額 440万円の改善の対象となる者について、 1人以
上設定する必要がある。また、介護サービスと障害福祉サービ、スを両方行っている事業
所についても同様に扱われたい。ただし、小規模事業所等で加算額全体が少額である場
合等は、その旨を説明すること。



ていること。具体的には、
パス要件|等を算定する事業所又は併設する本体事業所においてサービス類型ごとに別紙1表4に
V I掲げるサービス提供体制強化加算、特定事業所加算、入居継続支援加算又は日常生活継

続支援加算の各区分の届出を行っていること。
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(答)

こつい
者生活介護及び(地域密着型)
サービス提供体制強化加算1. IIに加えて、入居継続支援加算1. II文は日
常生活継続支援加算1• IIを算定することにより、満たしたこととなる。
これについて、通知5(1)④においては、 『日客疲吸引を必要とする利用者の割
合についての要件等を満たせないことにより、入居継続支援加算や日常生活
継続支援加算を算定できない状況が常態化し、 3か月以上継続した場合』に
は、変更の届出を行うこととされているが、 3か月間以上継続しなければ、
変更届出は不要ということか。

貴見のとおり。
・旧特定加算並びに新加算I、V(1)、 V(2)、V(5)、V(7)及びV(10)については、
キャリアパス要件V(介護福祉士等の配置要件)を満たす必要があり、その要件の適合
状況に変更があった場合は、変更の届出を行うこととしているが、 ro客疲吸引を必要と
する利用者の割合についての要件等を満たせないことにより、入居継続支援加算等を算
定できないJ場合は、直ちに変更することを求めるもので、はなく、当該状況が常態化
し、 3か月間を超えて継続しない限りは、新加算等の加算区分を変更する必要はない。
・一方で、、上記のλ居継続支援加算等を算定できない状況が常態化し、 4か月以上継続
した場合には、 4ヶ月目以降、新加算等の加算区分の変更が必要となる。
・例えば、 7月まで入居継続支援加算等を算定し、新加算Iを算定していたが、陪疲吸
引を必要とする利用者の割合についての要件を満たせないことにより8月、 9月、 10月
と入居継続支援加算等を算定できず、 11月も同様の状況が継続すると分かった場合に
は、 11月分の算定から、新加算Iではなく、新加算Eへの加算区分の変更が必要とな
る。 ただし、新加算I等の算定には、各都道府県国民健康保険団体連合会の事業所台帳
上でサービス提供体制強化加算I. n、入居継続支援加算I. n又は日常生活継続支援
加算I. nを算定可能となっていることが必要で、あることから、上記の例の場合、事業
所台帳上は、 8月から 10月までの聞も入居継続支援加算等の算定を可能としておく必
要があることに留意すること。

問6-2要件を満たさない状態が3か月間以上継続しなければ変更届出が不要な場合
には、曙疲吸引を必要とする利用者の割合以外に、どのような要件が含まれる
か。

(答)
・入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算における陪疲吸引を必要とする利用者の
割合に関する要件に加え、日常生活継続支援加算の新規入所者の要介護度や認知症日常
生活自立度に係る要件が含まれる。
これらの要件を満たせないことにより、入居継続支援加算や日常生活継続支援加算を
算定できない場合については、その状態が3か月間以上継続しなければ、継続してキャ
リパス要件Vを満たしたこととして差し支えない。

間6-3令和6年度中の新加算の算定対象期間中に、事業所や利用者の状況の変化に
伴い、キャリアパス要件Vの適合状況(サービス提供体制強化加算1• II、入
居継続支援加算1• II文は日常生活継続支援加算1• IIiの算定状況)が変わっ
たことにより、例えば新加算V(1)を算定で、きなくなった場合、新加算V(3)を
算定することは可能か。

(答)
・新加算V( 1) ~(14)の算定要件は、それぞれ令和 6年5 月時点で、旧3加算の所定の
組み合わせを算定していることであることから、令和6年6月以降に、新加算Vのある
区分から、新加算Yの別の区分に移行することはできない。(間8-2参照)
-令和6年6月以降に、例えば新加算V(1)を算定していた事業所が、令和6年6月以
降にキャリアパス要件Vを満たすことができなくなった場合、新加算V(1)を継続して算
定することはできない。その際、キャリアパス要件V以外の要件が同じ加算区分として
は新加算V(3)があるが、上記のとおり、新加算V(1)を算定していた事業所が新加算V
(3)を新規に算定し始めることはできないため、新加算V(1)から新加算Eに移行するこ
とが適当で、ある。
-新加算Eを新規に算定し始めるに当たり、追加で満たす必要のある要件は、下表の左
欄に掲げる移行前(キャリアパス要件Vを満たせていた期間)の加算区分に応じて、そ
れぞれ下表の右欄のとおりである。なお、キャリアパス要件 I~田については、令和 6
年度中の対応を誓約することで満たしたこととなるため、新加算Eを算定するために直
ちに必要になるのは、月額賃金改善要件Eのみとなる。
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8月時点の毘分

新加算V(1) 

新調:露V(2)

新加重まV(5) 

新加算V(7)

新加算V(10) 

新加算涯を算定するために、追加で満たすよ島華答申ある饗件

丹署護資金高生蕃饗件直

キャリアパス饗件躍

キャリアパス聾件箆、月額鐙金書女蕃婆f牛耳

キャリアパス喜重件1・Eのいずれか灘たしてい立い芳、キャリアパ

ス饗{牛盟

キャリアパス饗件 1• n:のいずれか満たしていない方、キャリアパ

ス饗{牛車、月客室援金諌蕃饗{牛耳



令和6年6月からの介護職員等処遇改善について (令和6年度中の加算Vの要件については、※1の通知別紙1を参照ください。)
(※1 )…「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について(令和6年3月15日 老発0315第2号厚生労働省老健局長通知)j 

(※2)… r r介護職員等処遇改善加算等に関するQ&A(第1版)Jの送付について(令和6年3月 15日 事務連絡)J 

2.算定要件

(2)月額賃金改善要件

通知(※1) 

改善要件|本給等」という。)の改善に充てること。
1 また、事業所等が新加算IからEまでのいずれかを算定する場合|こあっては、仮に新
(月給に|加算IVを算定する場合に見込まれる加算額の2分の1以上を基本給等の改善に充てるこ
よる賃金|と。
改善) I なお、加算を未算定の事業所が新規に新加算IからIVまでのいずれかを算定し始める場

合を除き、本要件を満たすために、賃金総額を新たに増加させる必要はない。したがっ
て、基本給等以外の手当文は一時金により行っている賃金改善の一部を減額し、その分を
基本給等に付け替えることで、本要件を満たすこととして差し支えない。
また、既に本要件を満たしている事業所等においては、新規の取組を行う必要はない。
ただし、この要件を満たすために、新規の基本給等の引上げを行う場合、当該基本給
等の引上げはペースアップ(賃金表の改訂により基本給等の水準を一律に引き上げるこ
と)により行うことを基本とする。
※月額賃金改善要件Iについては、令和6年度中は適用を猶予する。そのため、令和6
一年度の主曲目算の算星l三当左_Il___室要性査満主主必要はないが、令和7年度以降の新加
算の算定に向け、計画的に準備を行う観点、から、令和6年度の処遇改善計画書におい
ても任意の記載項目として月額での賃金改善額の記載を求めることとする。

改善要件|等加算を算定していない事業所が、令和8年3月 31日までの聞において、
II I 1からIVまでのいずれかを算定する場合には、初めて新加算IからIVまでのい
(旧ペー|定し、旧ペースアップ等加算相当の加算額が新たに増加する事業年度において、当該事業
スアップ|所が仮に旧ペースアップ等加算を算定する場合に見込まれる加算額の3分の2以上の基本
等加算相 l給等の引上げを新規に実施しなければならない。その際、当該基本給等の引上げは、ペー
当の賃金|スアップにより行うことを基本とする。
改善)※令和6年5同以前に旧3加算を箪宮していなかった事業所及び令和6年6月以降に聞

設立rtK重豊臣益金新加算IからIVまでのいずれかを新規に算定する場合には、月額
賃金改善要件Eの適用を受けない。
※本要件の適用を受ける事業所は、初めて新加算IからIVまでのいずれかを算定した年
度の実績報告書において、当該賃金改善の実施について報告しなければならない。し
たがって、例えば、令和6年5月 31日時点で現に旧処遇改善加算を算定しており、
かつ、旧ペースアップ等加算を算定していない事業所で、あって、令和6年6月から新
加算Iを算定した事業所は、令和6年6月から旧ベースアップ等加算相当の加算額の
3分の2以上の基本給等の引上げを新規に実施し、令和6年度の実績報告書で報告し
なければならない。
※また、同様の事業F肋t、令和6年6月から新加算V(l)(1日ペースアップ加算相当の加
算率を含まない)を算定し、令和7年4月から新加算Iを算定する場合は、令和7年
4月から旧ペースアップ等加算相当の加算額の3分の2以上の基本給等の引上げを新
規に実施し、令和7年度の実績報告書で報告しなければならない。
※なお、実績報告書においては、事業者等の事務負担を軽減する観点から、月額賃金改
善要件Eの判定に用いる旧ペースアップ等加算に相当する加算額は、新加算IからIV
までのそれぞれの加算額に、別紙1表3に掲げる新加算IからIVまでの加算率と旧
ペースアップ等加算の加算率の比(小数第4位以下を切捨て)を乗じて算出した額と
する。

QA (※2) 

(答)

いる賃金改善の一部を減額し、その分を基本給等に付け替えることで、本要件
を満たすこととして差し支えない。」としているが、一部の職員の収入が減額
されるような付け替えは可能力、。

・事業所全体の賃金の水準及び個別の各職員の賃金額については、労働組合との労働協
約や就業規則等に基づき、労使で協議の上設定されるものである。介護サービス事業
所等は、月額賃金改善要件Iを満たすような配分を行った結果、事業所全体での賃金
水準が低下しないようにするだけでなく、各職員の賃金水準が低下しないよう努める
こと。

資料作成時 (R6.5. 1時点)ではQAなし

注 (0) は新加算 I~IVの算定前に旧ペースアップ等加算並びに新加算V(2)，件)， (7) ， (9)及ひ閣を未算定だった場合に満たす必要がある要件命令和 6年度中

(0) は新加算 I~IVの算定前に新加算V(2)，(札 (7)， (9)及び03)を未算定だった場合に満たす必要がある要件=争令和 7年度以降
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令和6年6月からの介護職員等処遇改善について (令和6年度中の加算Vの要件については、※1の通知別紙1を参照ください。)
(※1 )…「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について(令和6年3月15日 老発0315第2号厚生労働省老健局長通知)J 

(※2)… r r介護職員等処遇改善加算等に関するQ&A(第1版)Jの送付について(令和6年3月 15日 事務連絡)J 

2.算定要件

(3)職場環境等要件 (朱文字は、令和6年度の取扱い)

通知(※1) QA (※2) 

24項目につい

令和7年度以降に新加算IからNまでのいずれかを算定する場合は、別紙1表5ー1に| か。I (答)
掲げる処遇改善の取組を実施すること。 I
・翻瞳I玄j担萱算定B 闘 L 別紙1表5-1の「入職促進に向けた取 |・新加算等を前年度から継続して算定する場合、職場環境等要件を満たすための鵬に
組」、 「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、 「両立支援・多様な働キ方の | ついては従前の取組を継続していればよく、当該年度において新規の取組を行う必要

;;..~~~ I までは7d.い
推進j、 「腰痛を含む心身の健康管理」、及び「やりがい・働きがいの醸成」の区分 | 品

ごとに2以上の取組を実施し、 | 
脚国到担鐘是主規飽L 上記の区分ごとに1以上を実施すること。 I間7ーは項目について、それぞれの項目を満たすために、項目内に列挙されている取

| 組の全てを満たさなければならないのか。-また、駈加算1玄昆E歪算定主盃場創L 同表中「生産性向上(業務改善及び働く環 | I (答)
境改善)のための取組Jのうち3以上の取組(うち⑪文は⑬は必須)を実施し、 | 
醐担割=血算定蕗場創立「生産性向上(業務改善及び働く環境改善)のため |・それぞれの項目を満たすためには、項目内に列挙されている取組のうち、一つ以上満
の取組」のうち2つ以上の取組を実施すること。 Iたせばよい。例えば、 「入職促進に向けた取組J区分の「事業者の共同による採用・
・なお、組瞳広固ま算~ZËL~艶Id:，職場環境等の改善に係る取組について、 | 人事ローテーション・研修のための制度構築」という項目の場合、 「事業者の共同に
ホーム ページへの掲載等により公表すること。具体的には、介護サービスの情報公 | よる採用Jのみを実施することで、本取組を満たしたごとになる。
表制度を活用し、新加算の算定状況を報告するとともに、職場環境等要件を満たすた | 
めに実施した取組項目及びその具体的な取組内容を「事業所の特色j欄に記載するこ |間7-3 r資質の向上やキャリアアップに向けた支援Jの区分において、 「研修の受講
と。当該制度における報告の対象となっていない場合等には、各事業者のホームペ:: I やキャリア段位制度と人事考課との連動」とあるが、 「キャリア段位制度』

| とは何か。
ジを活用する等、外部から見える形で公表すること。 II (答)
※生産性向上推進体制加算を算定している場合には、 「生産性向上(業務改善及び働く |・介護プロフェッショナルキャリア段位制度は、介護職員が保有している介護の実践ス
環境改善)のための取組Jの要件を満たすものとし、 1法人あたり 1の施設文は事業 | キルについて、どのレベルまで保有している(できる)のか、所属する事業所・施設
所のみを運営するような法人等の小規模事業者は、@の取組を実施していれば、 「生 | で実践スキルの「できるJ・「できていないJ評価を行い、その評価結果をもとに全
産性向上(業務改善及び働く環境改善)のための取組jの要件を満たすものとする。 I国共通のレベルにて認定する制度である。詳細については、介護プ口フ工ツシヨナル

l キャリア段位制度のウ工ブサイトをご参照いただきたいβ
https://careprofessional.org/careproweb/jsp/ 

間7-4 r両立支援・多様な働き方の推進Jの区分において、 「有給休暇が取得しやす
l い環境の整備」とあるが、具体的な取組事例はあるか。

上記の職場環境等要件の見直しについては、令和6年度中は適用を猶予する。したがっI(答)_
て、令和6年度中ω職場環境等要件としては、別紙1表5-2に掲げる職場環境等の改善卜例えば、以下の取組を想定している。E係る取組を実施し、その内容(別紙1表5ー2参照)を全ての介護職員に周知するこ I I/~ 有給休暇を取得しやすい雰囲気・意識作りのため、具体的な取得目標(例え

一 | ば、 1週間以上の休暇を年に・回取得、付与日数のうち・%Jj_上を取得)を定め
その際、蜘曜広且堕算星空調創立J リ紙1表5-2の「入職促進1::向けた取 | た上で、取矧犬況を定期的に確認し、身近なよ司等からの積極的な声かけを行う
匙、「管鰐蔀詰仏語五円程謹あ向22務主義喜善慌高?| -rp共有や複数担当制等により、業務の属人化の解消、業務配分の偏りの解消を
及び「やりがい・働きがいの醸成Jの区分ごとに1以上の取組を実施し、 ! 
?算E文はWを算定する場合は、別紙1表5-2の取組のうち1以上を実施するこ |間7-5 r生産性向上のための業務改善の取組Jの区分の取組について、参考にできる

41+  TIåI!+J;;i:re;!.~~I7\:J.h-~I-J<;_Z "R'nv.I'I I-.......I\ -r -+- I I ものはある。・新加算I文はEを算定するらロは、職場環境等の改善に係る取組について、ホーム I (答)
ページへの掲載等により公表すること。具体的には、介護サービスの情報公表制度を 卜厚生労働省の「介護分野における生産性向上ポータルサイト」をご参照いただきた
活用し、職場環境等要件を刷たすために実施した取組項目を「事業所の特色」欄で選 | u 

緊立会主b言葉首長喜?諸宗22雪2232詩史子lこ|ま、各事業者の I V'https://酬 I州
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令和6年6月からの介護職員等処遇改善について
(※1 )…「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について(令和6年3月1{5日 老発0315第2号厚生労働省老健局長通知)J 

(※2)… r r介護職員等処遇改善加算等に関するQ&A(第1版)Jの送付について(令和6年3月 15日事務連絡)J 

3.賃金改善(加算配分方法)

通知(※1) 

(2)賃金改善の実施に係る基本的な考え方
・介護サービス事業者等は、新加算等の算定額に相当
する介護職員その他の職員の賃金(基本給J手当、貰
与等(退職手当を除く。以下同じ。)を含む。)の改
善(当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の
増加分を含むことができる。以下「賃金改善」とい
う。)を実施しなければならない。

・賃金改善は、基本給、手当、賞与等のうち対象とする
項目を特定した上で行うものとする。ー
・この場合、特別事情届出を行う場合を除き、 特定し
た項目を含め、賃金水準(賃金の高さの水準をいう。
以下同じ。)を低下させてはならない。

・また、安定的な処遇改善が重要であることから、基本
給による賃金改善が望ましい。

・また、令和6年度|こ、令和5年度と比較して増加した
加算額[旧3加算の上位区分への移行並びに新規算
定によるもの(令和6年4月及び5月分)文は令和
6年度介護報酬改定における加算率の引上げ分及び新
加算I---IVへの移行によるもの(令和6年6月以降
分)。令和7年度への繰越分を除く。 以下同じ。]
について、介護サービス事業者等は、独自の賃金改善
を含む過去の賃金改善の実績に関わらず、新たに増加
した新加算等の算定額に相当する介護職員その他の職
員の賃金改善を新規に実施しなければならない。

その際L 新規に実施する賃金改善は、ペースアップ
(賃金表の改訂により基本給文は決まって毎月支払わ
れる手当の額を変更し、賃金水準を一律に引き上げ
ることをいう。以下閉じ。)により行うことを基本と
する。

-ただし、 ペースアップのみにより当該賃金改善を行
うことができない場合(例えば、 令和6年度介護報
酬改定を踏まえ賃金体系等を整備途上である場合)に
は、必要に応じて、その他の手当、一時金等を組み合
わせて実施しても差し支えない。

-なお、令和6年2月からの介護職員処遇改善支援補助
金を取得し、令和6年5月分以前の賃金からペース
アップ文は決まって毎月支払われる手当の引上げを
行っている場合には、当該賃金改善を令和6年6月以
降に実施すべき新規の賃金改善の一部に含めても差し
支えない。

QA (※2) 

I賃金改善方法・対象経費 烹

間1-:-1賃金改善の基準点はいつの時点になるのか。
(答)
(略)
・賃金改善の額は、新加算及び旧3加算(以下「新加算等」という。)を原資として賃金改善を実施した後の実際の賃金水準と、新加算等を算定しない場合の
賃金水準との比較により、各介護サービス事業者等において算出する。
・新加算等を算定しない場合の賃金水準は、原則として、初めて新加算等文は交付金等(平成 21年度補正予算による介護職員支援交付金並びに令和3年度及
び令和5年度補正予算による介護職員処遇改善支援補助金をいう。以下同じ。)を算定した年度の前年度における賃金水準とする。
-ただし、介護サービス事業者等における職員構成の変動等により、初めて新加算等文は交付金等を算定した年度の前年度における賃金水準を推計することが
困難な場合又は現在の賃金水準と比較することが適切で、ない場合は、新加算等を算定しない場合の賃金水準を、新加算等を除いた介護報酬の総単位数の見込額
l二基づく営業計画・賃金計画を策定した上で試算する等の適切な方法により算出し、賃金改善額を算出することとしても差し支えない。
・また、介護サービス事業所等を新規に開設した場合については、新加算等を算定しない場合の賃金水準を、新加算等を除いた介護報酬の総単位数の見込額に
基づく営業計画・賃金計画を策定する等の適切な方法により算出した上で試算する等の適切な方法により算出し、賃金改善額を算出することとしても差し支え、
ない。

間1-2前年度から事業所の介護職員等の減少や入れ替わり等があった場合、どのように考えればよいか。
(答)
-実績報告書における①「令和6年度の加算の影響を除いた賃金額」と②「令和5年度の加算及び独自の賃金改善の影響を除いた賃金額Jの比較は、新加算等
及び交付金等による賃金改善以外の部分で賃金水準を引き下げていないことを躍認するために行うものである。
・一方で、、賃金水準のペースダウン(賃金表の改訂による基本給等の一律の引下げ)等を行ったわけで、はないにも関わらず、事業規模の縮小に伴う職員数の減
少や職員の入れ替わり(勤続年数が長く給与の高い職員が退職し、代わりに新卒者を採用した等)といった事情により、上記①の額が②の額を下回る場合に
は、②の額を調整しても差し支えない。
-この場合の②の額の調整方法lこついては、
-例えば、退職者については、その職員が、前年度に在籍していな力、ったものと仮定した場合における賃金総額を推計する
-新規採用職員については、その者と同職で、あって勤務年数等が同等の職員が本年度に在籍したものと仮定した場合における賃金総額を推計する
等の方法が想定される。
4封

令手5
5ま手渡

室主緩10王手 |勤続5年 |数緩1年 1 ~潔会事告綴
(主主念 35方向{議金 30方向;1 (1窓会 25万円 l※荻拐事草害事を
/汚湾) I/JiI) 1除く

築様去の 110人 15人 15人 1 75007J何
人数 1 (計42.00万円)1 (鈴 1800万内) 1 ¥:1十1500万汚)
Z露E豊富佐 15人 15人 IlO人

{告す2100方向)1 (渋 18∞方F司) 1 "苦十3000方向)
※上言ia(/)10人|※貌還なし |援よr.aの 5人
のラち 5人{ま 1Iこ鍛え 5人在
宅L籍し怠かっ籍したものと
たものと仮定I 1 仮定

J!際の 15人 15人 110人
人数 1 (針2100方向)1 (針1800方向) 1 計3∞8万円)

69QO 7J伺

ω∞万内

問1-3 r決まって毎月支払われる手当jとはどのようなものか。
(答)
f決まって毎月支払われる手当jとは、労働と直接的な関係が認められ、労働者の個人的事情とは関係なく支給される手当を指す。
また、決まって毎月支払われるので、あれば、月ごとに額が変動するような手当も含む。手当の名称は、 「処遇改善手当J等に限る必要はなく、職能手当、資
格手当、役職手当、地域手当等の名称で、あっτも差し支えない。
ただし、以下の諸手当は、新加算等の算定、賃金改善の対象となる「賃金Jには含めて差し支えないが、 「決まって毎月支払われる手当Jには含まれない。
一月ごとに支払われるか否かが変動するような手当
一労働と直接的な関係が薄く、当該労働者♂の個人的事情により支給される手当(通勤手当、扶養手当等)

-新加算等を用いて行う賃金改善における職種間の賃金|問1-4時給や日給を引き上げることは、基本給等の引上げに当たるか。
配分については、 介護職員への配分を基本とし、特 I (答)
に経験・技能のある介護職員(介護福祉士で、あっ 卜基本給が時給制の職員についてその時給を引き上げることや、基本給が日給制の職員についてその日給を引き上げることは、新加算等の算定に当たり、基本
て、経験・技能を有する介護職員と認められる者をい |給の引上げとして取り扱って差し支えない。また、時給や日給への上乗せの形で支給される手当については、 「決まって毎月支払われる手当」と同等のものと
う。具体的には、 介護福祉士の資格を有するととも !取り扱って、差し支えない。
に、所属する法人等における勤続年数 10年以上の
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介護職員を基本としつつ、他の法人における経験や、
当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業者の裁量で
設定することとする。以下同じ。) に重点的に配分
することとするが、介護サービス事業者等の判断に
より、介護職員以外の職種への配分も含め、事業所内
で柔軟な配分を認めることとする。

間1-5キャリアパス要件及び職場環境等要件を満たすために取り組む費用について、賃金改善額に含めてもよいか。
(答)
・新加算等の取扱いにおける「賃金改善」とは賃金の改善をいうものであることから、キャリアパス要件及ひ、職場環境等要件を満たすために取り組む費用につ
いては、新加算等の算定に当たり、賃金改善額に含めてはならない。

問1-6最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、新加算等により得た加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。
(答)

・ただし、例えば、一部の職員に加算を原資とする賃金|・新加算等の加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、予定し得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合に
改善を集中させることや、同一法人内の一部の事業所|は、当該加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるが、新加算等の目的等を踏まえ、最低賃金を満たしたよで、賃金の引上げを行っていただ、くこ
のみに賃金改善を集中させることなど、職務の内容や|とが望ましい。
勤務の実態に見合わない著しく偏った配分は行わない
こと。

-なお、令和6年4月及び5月に旧処遇改善加算及び旧
特定加算を算定する場合にも、 「指定居宅サービスに
要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正
する告示J (令和6年厚生労働省告示第 86号)第
53条による改正後の「厚生労働大臣が定める基準J
(以下「令和6年4月大臣基準告示j という。)第
4号イ(1)及び第4号の2イ(1)等の規定に基づき、介護
職員以外への柔軟な配分を認める。

間1-7賃金改善額に含まれる法定福利費等の範囲について
(答)
賃金改善額には次の額を含むものとする。
一法定福利費(健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、児童手当拠出金、雇用保険料、労災保険料等)における、新加算等による賃金改善分に応じ
て増加した事業主負担分
一法人事業税における新加算等による賃金上昇分に応じた外形標準課税の付加価値額増加分
また、法定福利費等の計算に当たっては、合理的な方法に基づく概算によることができる。
・なお、任意加入とされている制度に係る増加分(例えば、退職手当共済制度等における掛金等)は含まないものとする。

間1-8-1賃金改善実施期間の設定について
(答)
・賃金改善の実施月(以下「支給時期Jという。)については、必ずしも算定対象月と同一で、はなくても差し支えないが、例えば、次のいずれかのパターンの

E中から、事業者が任意に選択することとする。なお、配分のあり方について予め労使の合意を得るよう努める
こと。
(例 :6月に算定する新加算の配分について)
① 6月の労働時間に基づき、 6月中に見込額で職員に支払うパターン
② 6月の労働時間に基づき、 7月中に職員に支払うパターン
③ 6月サービス提供分の介護報酬が、 7月の国保連の審査を経て、 8月に各事業所に振り込まれるため、 8月中に職員に支払うパターン

間1-8-2旧3加算及び令和6年2月からの補助金(以下「補助金』という。)の支給時期と、新加算の支給時期を変更させる場合の取扱い如何0
• また、旧3加算及び補助金のそれぞ、れで、支給時期が異なる場合で、あって、新加算への移行に当たり支給時期を揃えたい場合の取扱い知何。

包)令和7年度の更なるペースアツ苛こヲな11;るための 1 (答)
工夫 |・問1-8-1で例示したように、加算の算定対象月と実際の賃金改善の実施月(支給時期)には、当月払い、 1か月遅れでの支給、 2か月遅れでの支給等の

|パターンが存在する。
・令和6年度介護報酬改定においては、介護職員の処遇卜令和6年6月の旧3加算及び補助金から新加算への移行に際し、支給時期を変更する場合、移行前と移行後の支給時期のパターンによって、それぞれ以下の
改善分の改定率+0.98%.を活用し、新加算の加算率の|とおり対応が必要であるため、留意すること。
引上げを行う。 1<パターン①>
・その際、介護現場で働く方々にとって、令和6年度に |・旧 3加算及び補助金による賃金改善を 2か月遅れで実施、新加算による賃金改善を当月払いで実施 (2 か月遅れ~1 か月遅れ、 1 か月遅れ=安当月払い等七同
2.5%、令和7年度|こ 2.0%のペースアップへとつなが!様)
るよう、介護サービス事業者等の判断により、令和6 1=字以下の例のとおり、二重線で囲んだ部分は旧3加算と新加算が二重に支払われる「重複期間」となるが、新加算等の加算額の合計以上の賃金改善を行ってい
年度に令和5年度と比較して増加した加算額の一部を |れば、 「重複期間Jが生じること自体は差し支えない。
令和7年度に繰り越した上で令和7年度分の賃金改善|その際、 「重複期間」の賃金改善の方法としてよ 「重複期間Jのみ基本給等の額を引き上げることが困難である場合は、重複期間の賃金改善について、一時金
に充てることを認めることとし、令和6年度分の加算|を活用しでも差し支えない。
の算定額の全額を令和6年度分の賃金改善に充てるこ | 例えば、以下の例の場合、令和6年6・7月には、 4・5月分の旧3加算と6・7月分の新加算を原資とする賃金改善(計4か月分)が必要となるが、 6・
とは求めない。 17月分の新加算を原資とする賃金改善は基本給等(当月払い)により行い、それに上乗せして、 4・5月分の旧3加算を原資とする賃金改善を一時金により行
・その際、令和7年度の賃金改善の原資として繰り越す |うこととしても差し支えない。 【QA!こ例示あり】
額(以下「繰越額」という。)の上限は、令和6年度 1<パターン②>
に、仮に令和5年度末(令和6年3月)時点で算定し |・旧3加算及び補助金による賃金改善を当月払いで実施、新加算による賃金改善を2か月遅れで実施=争以下の例のとおり、二重線で囲んだ部分は旧3加算と
ていた旧3加算を継続して算定する場合に見込まれる |新加算がともに支払われない「空白期間Jとなるが、旧3加算及び新加算のそれぞれについて、加算額以上の賃金改善を行うという要件を満たしているのであ
加算額と、令和6年度の新加算等の加算額(処遇改善|れば、加算の配分方法としては差し支えない。
計画書においては加算の見込額をいう。)を比較して |ただし、賃金改善に空白期聞が生じることは、職員にとっては賃金の引下げ(不利益変更)に当たると考えられることから、事業者による一方的な変更はでき
増加した額とする。 ノ |ない。賃金改善に空白期間を設けることについて、合理的な理由に基づき適切に労使の合意を得る必要がある。空白期間を設けることについて合意が得られな
・繰越額(;:)ついては、全額を令和7年度の更なる賃金改|い場合、加算を原資としない独自の賃金改善により、賃金水準の維持が必要になると考えられる。 【QAIこ例示あり]
善に充てることについて、別紙様式2-1及び別紙様 1<(参考)パターン③>
式3-1において誓約したよで、令和7年度の処遇改卜旧3加算及び補助金による賃金改善を2か月遅れで実施、新加算も同様
善計画書・実績報告書において、当該繰越額を用いた I~争以下の例のとおり、支給時期について「重複期間J も「空白期間J も生じないことから、問題は生じない。(当月払い=争当月払い、 1 か月遅れ=宇 1 か月遅れ
賃金改善の計画・報告の提出を求めることとする。 1等も同様) 【QAに例示あり]
・ただし、令和7年度の賃金改善実施期間の終わりまで 1<組み合わせの例>
に事業所等が休止文は廃止となつた場合には、その時|卜.旧3加算及ひ
点点、でで、、当該繰越分の残額を、一時金等により、全額、 13パターンの組み合わせにより対応する。
職員に配分しなければならないこととする。 1=争以下の例のとおり、処遇加算・特定加算は当月払い、ペア加算・補助金は2か月遅れでの賃金改善の実施としていた状態から、新加算への移行に伴い、 1か

月遅れでの賃金改善とする場合、二重線で囲んだとおり、 「空白期間」と「重複期間」がそれぞれ生じる。 この場合の取扱いについては、それぞれ上記のパ
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ターン①とパターン②を参照すること。 【QAIこ例示あり]

間1-8-3支給時期の見直しに伴う「重複期間jの賃金改善の方法として、基本給等ではなく一時金を活用して行った場合で、あれば、ベースアップ等加
算のベースアップ等要件(賃金改善額の3分の2以上をベースアップ等により改善)を満たすことができなくても問題ないか。

(答)
貴見のとおり。
・問1-8-2<パターン①>の場合について、令和6年4・5月分については、ペースアップ等要件を満たすことができなくても差し支えない。/

問1-8-4賃金改善を2か月遅れで、行っている事業所が廃止になった場合、最終月の支払で3か月分の賃金改善を行う必要があるか
(答)
・通常の賃金改善の実施のスケジ、ユールに関わらず、最終の賃金の支払までに、加算額以上の賃金改善を行う必要がある。例えば、 2か月遅れで賃金改善を実
施していた事業所が令和 6年 5 月で廃止になる場合、 5 月に 3~5 月分の3 か月分の賃金改善を行う必要がある(一時金による精算で可。)。
加算額以上の賃金改善を行うことができない場合、賃金改善を行えなかった月の加算は返還の対象となる。

3還金設警察競馬

鰐舟分の資金改警か

令手容器年3fi

jfii分i

ヰ月

2J宅分

器用

3尭分・4毘分喝男分

間1-9実績報告において賃金改善額が新加算等の加算額を下回，った場合、加算額を返還する必要があるのか。
(答)
・新加算等の算定要件は、賃金改善額が加算額以上となることであることから、賃金改善額が加算額を下回った場合、算定要件を満たさないものとして、加算
の返還の対象となる。
ただし、不足する部分の賃金改善を賞与等の一時金として介護職員等に追加的に配分することで、返還を求めない取扱いとしても差し支えない。

間1-10 r令和6年度lこ2.5%、令和7年度|こ 2.0%のベースアップjは処遇改善加算の算定要件ではなく、各介護サービス事業所・施設等で目指すべき目標
ということか。
(答)
・貴見のとおり、今般の報酬改定による加算措置の活用や、賃上げ促進税制の活用を組み合わせることにより、令和6年度|こ+2.問、令和7年度lこ+2.仰の
ペースアップを実現いただきたい。
-なお、新加算の加算額については、令和6・7年度の2か年で全額が賃金改善に充てられていればよいこととしている。令和6年度に措置されている加算額
には令和7年度のペースアップに充当する分の一部が含まれているところ、この令和7年度分の一部を前倒しして本来の令和6年度分と併せて令和6年度の賃
金改善に充てることや、令和6年度の加算額の一部を、令和7年度に繰り越して賃金改善に充でることも可能である。

間1-11繰り越しを行う場合、労使合意は必要か。
(答)
繰り越しを行うことについて、予め労使の合意を得るよう努めること。

問1-12社会福祉法人において繰り越しを行う場合、会計上、繰越金をどのように取り扱えばよいか。
(答)
・新加算等の加算額の一部を令和7年度に繰り越した上で令和7年度分の賃金改善に充てる場合、当該加算額の一部は、令和7年度分の賃金改善に充てる資金"
として、会計上、積立金に計上することができる(r社会福祉法人会計基準の制定lこ伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについてJ (平成 28年 3月 31
日付雇児発 0331第 15号、社援発 0331第39号、老発 0331第 45号、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知)の 19積
立金と積立資産について参照)。積立金を計上する際は、他の積立金とは分け、積立ての目的を示す名称を付すことが望ましい。
なお、介護報酬にかかる会計処理は、これまで、と同様に取り扱われたい。したがって、令和6年度の新加算等の加算額のうち、令和7年度に繰り越した上で
令和7年度分の賃金改善に充てる部分についても、令和6年度の加算の算定対象月の収益として計上することとなる。

間1-13算定対象月が令和6年度中で、あeっても、賃金改善を実施した期聞が令和7年度となった場合、当該賃金改善の原資とした加算の額は「令和7年度への
繰越分」に含めるのか。
(答)
・賃金改善の実施について、例えば、新加算による賃金改善を2か月遅れで実施する場合、令和7年3月分の加算額が職員に配分されるのは、令和7年5月と
なる。この場合、賃金改善を実施した期間の一部が令和7年度に掛かることになるが、あくまで令和6年度分の通常の加算の配分に含まれるため、当該賃金改
善の原資とした加算の額は、 「令和7年度への繰越分Jに含めない。
・一方、令和6年度分の加算を、通常で令和7年度分の加算の賃金改善を行う期間の賃金改善に充てた場合には、 「令和7年度への繰越分」に該当する。例え
ば、通常2ヵ月遅れで‘賃金改善を行っている場合、令和7年6月以降に行う賃金改善は、令和7年度分の加算による賃金改善であることから、令和6年度分の
加算による賃金改善を令和7年6月以降に行う場合は、当該加算の額は「令和7年度への繰越分Jに含まれる。
・ただし、何月に実施した賃金改善から「令和7年度への繰越分Jに含めるかは、事業所の通常の加算の支給時期に応じて異なるため、個別に判断すること。

間1-14通知上、 「令和7年度の賃金改善実施期間の終わりまで、に事業所等が休止文は廃止となった場合には、その時点で、当該繰越分の残額を、一時金等に
より、全額、職員に配分しなければならないこととする。』とされているが、ある事業所が休止文は廃止になった場合に、同一法人内の他の事業所の職員に対
し f令和7年度の繰越分Jを用いた賃金改善を行ってよいか。
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(答)
・一時金等により、休止文は廃止となった事業所の職員に配分することを基本とするが、新加算等を一括して申請する同一法人内の事業所の職員に限り、 「令
和7年度の繰越分Jを用いた賃金改善の対象としてもよい。

間1ー15賃金改善の方法について、労使で事前に協議する必要はあるか。
(答)
・処遇改善計画書の内容及びキャリアパス要件 I~rnを満たすことの書類については全ての介護職員に周知することが必要であるが、万が一就業規則の不利益
変更に当たるような場合にあって|恥合理的な理由に基づき、適切に労使の合意を得る必要がある。

間1-16事業悪化等により、賃金水準を引き下げることは可能力、。
(答)
・サービス利用者数の大幅な減少などによる経営の悪化等により、事業の継続が著しく困難であると認められるなど、の理由があっても、賃金水準を引き下げる
場合には、合理的な理由に基づき適切に労使の合意を得る必要がある。
・また、賞与等において、経常利益等の業績に連動して支払額が変動する部分が業績に応じて変動することを妨げるものではないが、新加算等に係る賃金改善
は、こうした変動と明確に区分されている必要がある。

問1ー17基本給は改善しているが、貰与を引き下げることで、あらかじめ設定した賃金改善実施期間の介護職員の賃金が引き下げられた場合の取扱いはど、うな
るのか。その際には、どのような資料の提出が必要となるのか。
(答)
・新加算を用いて賃金改善を行うために一部の賃金項目を引き上げた場合で、あっても、事業の継続を図るために、賃金全体として、賃金の高さの水準が引き下
げられた場合については、特別事情届出書を提出する必要がある。ただし、賃金全体の水準が引き下げられでいなければ、個々の賃金項目の水準が低下した場
合で、あっても、特別事情届出書を提出する必要はない。
特別事情届出書を提出する場合には、以下の内容を記載すること。
ー処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支(介護事業による収支に限る。)について、サービス利用者数の大幅な減少等により経営
が悪化し、一定期間にわたって収支が赤字で、ある、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容・介護職員の賃金水準の引下げの内容 一
一当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等の必要な手
続きを行った旨
・なお、介護職員の賃金水準を引き下げた後、その要因である特別な状況が改善した場合には、可能な限り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前の水準に戻
す必要がある。

問1-18一部の職員の賃金水準を引き下げたが、一部の職員の賃金水準を引き上げた結果、ー事業所・施設の職員全体の賃金水準は低下していない場合、特別事
情届出書の提出はしなくてよいか。
(答)
・一部の職員の賃金水準を引き下げた場合で、あっても、事業所・施設の職員全体の賃金水準が低下していない場合は、特別事情届出書を提出する必要はない0
.ただし、一部の職員の賃金水準を引き下げることは不利益変更に当たると考えられるため、そのような変更を行う場合には、合理的な理由に基づき適切に労
使の合意を得る必要がある。

ヨ額要霊場委事業費恒三弓主主ミ
間2-1-1賃金改善の対象者はどのよう
(答)
・新加算等の各事業所内における配分については、介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に重点的に配分することとするが、事業所内での
柔軟な職種間配分を認めることとする。

間2-1-2新加算等による賃金改善以前の賃金が年額 440万円以上で、ある職員で、あっても、新加算等による賃金改善の対象に含めることは可能力作。
(答)
・旧特定加算に係る従前の取扱いと異なり、令和6年度以降は、新加算等による賃金改善以前の賃金が年額 440万円以上である職員で、あっても、新加算等に
よる賃金改善の対象に含めることができる。

問2-2EPAによる介護福祉士候補者及び外国令?櫛E実習制度における介護職種の技能実習生は、新加算等の対象となるのか。



(答)
EPAによる介護福祉士候補者と受入れ機関との雇用契約の要件として「日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬を受けることjとされてい
ることに鑑み、 EPAによる介護福祉士候補者が従事している場合、~新加算等の対象となる。
・また、介護職種の技能実習生の待遇について「日本人が従事する場合の報酬の額と同等以上であること」とされていることに鑑み、介護職種の技能実習生が
従事している場合、新加算等の対象となる。
なお、介護分野の1号特定技能外国人についても同様に、新加算等の対象となる。

間2.-3介護職員その他の職員が派遣労働者の場合で、あっても、新加算等の対象となるのか。
目(答)
・派遣労働者で、あっても、新加算等の対象とすることは可能であり、賃金改善を行う方法等について派遣元と相談した上で、対象とする派遣労働者を含めて処
遇改善計画書や実績報告書を作成すること。その際、新加算等を原資とする派遣料等の上乗せが、派遣元から支払われる派遣職員の給与に上乗せされるよう、
派遣元と協議すること。

間2-4-1在籍型の出向者、業務委託職員についても派遣職員と同様に考えてよいか。
(答)
貴見のとおり。

問2-4-2外部サービ、ス利用型特定施設における委託サービ、スの介護職員その他の職員で、あっても、新加算等による賃金改善の対象に含めることは可能か。
(答)
算定した介護職員等処遇改善加算を委託費の上乗せに充てることで、賃金改善の対象に含めることができる。
-その場合は、委託元の計画書・実績報告書において、委託費の上乗せに充てたことを明示するとともに、委託先の事業所は、委託元から支払われた上乗せ分
を含めた計画書・実績報告書を作成すること。

間2-5賃金改善に当たり、一部の介護職員に賃金改善を集中させることは可能か。
(答)
新加算等の算定要件は、事業所(法人)全体での賃金改善に要する額が加算による収入以上となることである。
・その中で、例えば、一部の職員に加算を原資とする賃金改善を集中させることや、同一法人内の一部の事業所のみに賃金改善を集中させることなど、職務の
内容や勤務の実態に見合わない著しく偏った配分は行わないこと。
・また、新加算等を算定する介護サービス事業者等は、当該事業所における賃金改善を行う方法等について職員に周知するとともに、介護職員等から新加算等
に係る賃金改善に関する照会があった場合は、当該職員についての賃金改善の内容について、書面を用いるなど分かりやすく回答すること。

間2-6介護サービスと障害福祉サービス等を両方実施しており、職員が兼務等を行っている場合における介護職員その他の職員の賃金総額はと、のように計算
するのか。
(答)
・処遇改善計画書に、職員の賃金を記載するにあたり、原則、加算の算定対象サービス事業所における賃金については、常勤換算方法により計算することとし
ており、同一法人において介護サービスと障害福祉サービスを実施しており、兼務している職員がいる場合においても、介護サービス事業所における賃金につ
いて、常勤換算方法による計算をし、按分し計算することを想定している。
一方で、計算が困難な場合等においては実際にその職員が収入として得ている額で判断し差し支えない。

間2-7法人本部の人事、事業部等で働く者など、介護サービス事業者等のうちで介護に従事していない職員について、新加算等による賃金改善の対象に含め
ることは可能か。
新加算等を算定していない介護サービス事業所等(加算の対象外サービスの事業所等を含む。)及び介護保険以外のサービスの事業所等の職員はどうか。
(答)
・法人本部の職員については、新加算等の算定対象となるサービ、ス事業所等における業務を行っていると判断できる場合には、賃金改善の対象に含めることが
できる。
-新加算等を算定していない介護サービス事業所等(加算の対象外サービスの事業所等を含む。)及び介護保険以外のサービスの事業所等の職員は、新加算等
を原資とする賃金改善の対象|こ含めることはできない。

41 



GV' 

(とお3喜寿91]主も・ご子‘ご謡言語ど日一兵)牽禁OQ:ω護服察組惑をき委主雷撤翠.JJ.{匙議)
憾喜高値1lIヰ事苓・重重量軍陣

dH曇潟i!官事ω首司書留.IH事暢話事室
:話用

L 持主F量量け:fnt;~勺事富ユぺ:(:手 ~~éj :;'tllSi9，qll量ffi~務当事宮君主義 CI :f :'l I 品幸運華CÐQ'ff:草(Ð~~露[重苦 90主宅島J '，:fo}¥' '4;，鐙~主主ご}歯車1::::1著書会議室量宝をふ王立毒事卒、C{U#け
CDaぷi¥I9、u工務総滋コ府立証明、 。:1;，議官Eぎな:::J{;起草lf9心強盗4自主主長‘求10 ~fí; Çω誉市議才主主主幸子明7::'-1主主i緑町線機コ C7::IYi業主義、ね (γ ぉ緩

湾問霊;

③l 

"'jtKo~))，.lJ!f.I縦}鰯際議 官級腕(事)裏一暢岱字数苦手長機コi氾""'1頭脳? : 
{会) (A童書留機}お2塁審襲揮F惑さ立鶏fu~露.::?l中喜善怠 9D主尋、(会}ねじ道主主主t受翠芋}ユ手芸♀ç岱接持直重要。養護tlrtSBI (辛苦(j)選)

(塗1ieき)対運議室まω̂I--I 議時蟻宅メゴQ1':1怒￥~~露(/)意'0年 E81 
儲主要鈎'Ii鴎謡・+1匂l畢F宗商量E輩

dH毒准蛮古車ω嘗灘露.J，Ç~器場艇事重百
:i話用



介護職員等処遇改善にかかる規定

厚生労働省のHPのほか、介護職員等処遇改善にかかる規定

①指定居宅サービス!こ撃する費関の額の算定に関する基準

(P79~) 

②厚生労働大臣が定める喜基準 (P724~) 

③指定濡seサービスiこ饗する費問の額の算定に関する基準(訪問通所サー
ピス、居宅擁護管理指導及び福祉関呉鍵与に係る部分)及び指定詰宅介

護支援に撃をする費用の額の算援に関する基準の制定に伴う薬箱ょの留

意事項について

指定居宅サーピスに要する繋閤の額の算定iこ関する基準(短期入所サ…
ピス及び特定施設入居者生活介護に捺る部分)及び指定施設サービス等

に撃をする費用の額の算定!こ関する基準の制定に伴う実施上の留意事項

について

④介護職員等処遇改善加算等!こ関する基本的考え方並びに事務処理制緩

及び様式併の援示について
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